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第３章 
「小さな拠点」づくりの実践的なノウハウの整理・分析 

及びガイドブックの作成 
 

３－１．モニター調査を踏まえた「小さな拠点」づくりの実践的ノウハウの整理・分析 

３－１－１．「小さな拠点」づくりに向けた着眼点 

（１）「小さな拠点」づくりモニター調査に取り組んだきっかけ 

平成 25・26 年度の２ヶ年にわたり実施された本モニター調査事業に取り組んだ計 24 地域のモニター調

査地域について、「小さな拠点」づくりの意図や契機を大別すると、主に以下のような類型に大別される。 

図3－1 「小さな拠点」づくりモニター調査に取り組んだきっかけの区分 
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①既に設置されていた拠点において従来機能の強化を意図したケース 

既に地域の中で、複数の生活サービス機能を提供する拠点施設や集積エリアが存在しており、その機

能向上を図ることを意図したケースは、平成 25・26 年度とも２地域でみられ、平成 26 年度のモニター調査

では伊那市長谷地区と津山市阿波地区が該当する。 

両地域とも、市町村合併前に、道の駅あるいは旧役場庁舎の周辺に保健、福祉、医療（診療所）等の

各種公共施設や公営住宅等が併設された集積エリアが存在し、人口減少に伴い各施設が有する機能の

維持・強化を目的として「小さな拠点」づくりを検討する契機としている。 

②新たな施設整備（構想）により生活サービスの展開を意図したケース 

既に拠点候補となる公共施設等を基幹集落に整備する構想や計画を持っており、より一層の生活利便

性の向上やコミュニティ形成に向けて、新たな生活サービス機能を付加する可能性を検証しようとするた

めにモニター調査に応募したケースは、平成 25 年度のモニター調査では 5 地域あったが、平成 26 年度

は継続してモニター調査を実施している東成瀬村の 1 地域のみであった。 
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東成瀬村では、昨年度は村中心部の田子内地区に整備が見込まれる「道の駅」的な施設に「小さな拠

点」としての生活サービス機能を付加することを目的にモニター調査に取り組んだが、平成26年度は中心

部のみならず村全域を対象として、中心部における「道の駅」的な拠点施設と周辺地区における各種公

共施設とのネットワーク化の可能性を検討するために、モニター調査に応募したものである。 

③既存施設を有効利用して新たなサービス展開を意図したケース 

既存の公共施設や民間等も含めた遊休施設を活用して、地域の中で失われた生活サービスやコミュニ

ティ機能の再生を目指すため、本モニター調査に応募・取り組み始めたケースは、平成 25 年度は 5 地域

であったが、平成 26 年度は 10 地域が該当している。 

平成 26 年度モニター調査地域をみると、「道の駅」や交流センターに新たな生活サービスを展開するこ

とを意図したケース（栗原市花山地区、小国町北部地区）や、地域の商店やスーパー、農協施設等を活

用してコミュニティ機能の向上を意図したケース（津山市阿波地区、安芸高田市小原地域、高知市土佐

山地域）のほか、集落センターや公民館、支所の空きスペース等の既存公共施設を活用して新たな生活

サービス機能の展開を意図したケース（香取市山倉・大角地域、益田市美濃地区、いの町越裏門・寺川

地区、五島市奥浦地域、鹿屋市輝北地域）も多くみられた。 

 

（２）検討対象としたエリアの考え方 

2 か年度にわたるモニター調査事業に取り組んだ市町村について、都市類型から整理したものが図表

3－2 である。 

昨年度と同様に、平成 26 年度も地方都市でのモニター調査の実施が 7 地域と最も多くなっているが、

立地特性は様々であっても、いずれも人口減少・高齢化が進む中山間集落を抱えており、そうした集落地

域を対象エリアとして「小さな拠点」づくりに取り組んだ。 

図3－2 モニター調査の実施市町村の地域類型 

地域類型 平成 25 年度 平成 26 年度 

地方中枢都市 兵庫県神戸市、三重県津市 高知県高知市 

地方都市 岩手県北上市、山梨県上野原市、 

京都府南丹市、兵庫県篠山市、 

広島県三次市 

岩手県栗原市、千葉県香取市、長野県伊那市、 

島根県益田市、岡山県津山市、広島県安芸高田市、 

鹿児島県鹿屋市 

地方町村部 山形県小国町、秋田県東成瀬村、 

長野県喬木村 

山形県小国町、秋田県東成瀬村、高知県いの町 

離島地域 島根県隠岐の島町、 

長崎県平戸市（度島地区） 

長崎県五島市（奥浦地域） 

 

 

その「小さな拠点」づくりの対象エリアについて、さらに詳しく整理したものが図表 3－3 である。 

昨年度は、昭和の合併前のエリアを検討対象としたモニター調査地域が 10 地域と最も多かったが、平

成 26 年度は、平成の市町村合併前の区域を対象としたモニター調査地域も 5 地域（栗原市花山地区、

伊那市長谷地区、津山市阿波地区、高知市土佐山地域、鹿屋市輝北地域）みられる。 

検討対象エリアを小学校区分でみると、昨年度と同様、平成 26 年度の調査地域でも、現在の小学校区

を対象としたモニター調査地域が 8 地域と最も多く、次いで旧小学校区が 3 地域となっている。 

なお、この旧小学校区を対象とした 3 地域のいずれもが、この 1～2 年で学校統廃合により閉校した小

学校区のエリア（小国町北地区、益田市美濃地区、津山市阿波地区）であった。 
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図3－3 「小さな拠点」づくりの対象エリアの区分 
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行政 

区分 

現在の市町村域の 

エリア 
    ●         ●           

平成の合併前の町村

エリア 
        ● ●   ●    ●  ●  ●   ● 

昭和の合併前の旧町

村エリア 
● ● ● ●  ● ● ● ●  ● ●   ● ●  ●  ●  ● ●  

小学校

区分 

現在の小学校区 

（小学校が存続） 
●   ●  ● ●  ● ● ● ● ● ●  ● ●   ● ●  ● ● 

旧小学校区 

（小学校は閉校） 
  ●            ●   ● ●      

旧村エリア 

（複数の学校区） 
 ●   ●   ●              ●   

 

（３）「小さな拠点」づくりに向けた着眼点（検討テーマ） 

各モニター調査地域が「小さな拠点」づくりに向けてどのような検討テーマを設定したかについて、それ

ぞれの地域を取り巻く環境要素を Strength（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、Threat（脅威）

から整理（図表 3-5 参照）し、それを踏まえて「小さな拠点」づくりに向けた着眼点を整理すると、主に以下

の 2 ケースに大別される。 

①地域が抱える問題や課題を克服することから検討を開始したケース 

②地域の強みや機会を捉えて「小さな拠点」づくりにつなげようとするケース 

昨年度は、①地域の弱みや課題からのアプローチは7地域、②地域の強みや機会からのアプローチは

5 地域であったが、平成 26 年度のモニター調査地域では、①が 10 地域、②が 2 地域と、地域の弱みや

課題に着目したケースの方がかなり多くなっている。 

図3－4 「小さな拠点」づくりに向けた主な着眼点の区分 
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①地域の弱みや課題の克服 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎  ◎ ◎ ◎  ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

②機会を捉えた強みの発揮  ◎ ○  ◎ ◎  ◎ ○   ◎  ◎  ○  ○ ◎    ○  

注）◎は主眼とした着眼点、○は副次的な着眼点。 
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図3－5 平成 26 年度モニター調査地域において「小さな拠点」づくりを検討する上での SWOT 分析 

モニター調査 

地域 
強み（Strength）・機会（Opportunity） 弱み（Weakness）・脅威（Threat） 検討テーマ 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

地区中心部はダムによる移転地区であ

り、道の駅や各種公共施設等が既に

集積している。震災から復興・活性化

へとの機運が高まりつつある。 

原発事故による風評被害や出荷停

止が続いている。冬期の積雪や交通

手段の少なさから地区内でのアクセ

スに支障が生じている。 

既存施設の機能強化

による「小さな拠点」の

形成と季節居住の可

能性の検討 

秋田県 

東成瀬村 

（全域） 

村の主要な公共施設や病院・農協支

所・コンビニ等が集中する中心地区。

村の玄関口として「道の駅」的な集客

性のある施設の整備に向けた検討が

進行。 

村の玄関口としての交流機能の向上

や山間地区における生活サービス機

能、防災機能の強化や中心地区ま

での交通アクセス等が課題。 

周辺部でのサブ拠点

の形成と中心拠点との

ネットワーク化による生

活圏づくり 

山形県 

小国町 

北部地区 

豊富な地域資源を背景に基幹集落に

は宿泊交流施設が整備されており、今

日まで様々な地域活動や交流活動が

展開されてきた実績を持つ。 

冬期の除雪負担や町中心部から 20

㎞の距離にあるため、アクセス等が

課題。地区の小中学校が 25 年に閉

校しコミュニティ維持が課題。 

交流施設を活用した生

活拠点の形成と定住

促進への仕組みづくり 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

市内でも早くに住民自治協議会が立

ち上がり、外部機関(NPO)のサポートを

得ながら移動販売を展開するなど各種

の活性化に取り組みつつある。 

農協支所の廃止や公共交通の減便

により、車が運転できない高齢者は

生活交通の確保の移動が課題。5 年

後には小学校の統廃合も予定。 

空き店舗等を活用した

福祉拠点の形成と移

動サービスとの組み合

わせによる生活圏形成 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

合併前から G.S や診療所、JA、道の駅

等の集積による拠点形成が図られてき

た。近年では都会からのIターン者もみ

られつつある。 

過疎化の進行により拠点内の施設の

閉鎖や、財産権等の問題から集落間

連携が進まない等が問題。また転入

者とのコミュニティ形成も課題 

既存の「小さな拠点」エ

リアの機能の再構築と

集落間連携による支援

体制づくりの検討 

島根県 

益田市 

美濃地区 

行政と連携して地域づくり事業に取り

組んできており、分野横断的な取組み

を目指して、26 年度には住民主体の

自治組織を立ち上げ。 

本年 3 月に小学校が閉校し、子ども

を含めた地域内の交流が減少。主産

業である農業の担い手不足や高齢

者の移動手段の確保が課題 

新たな自治組織による

既存拠点の機能強化

と持続可能な運営方

策の検討 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

地区の中心部には各種公共施設や交

流施設等が集中的に立地。住民出資

の合同会社の設立や過疎地有償運送

などの取組も展開。 

農産物加工施設の老朽化や G.S の

利用促進、閉校後の跡地利用など

様々な事業主体が連携した中心部

における機能強化が課題。 

中心部の拠点エリアの

機能充実に向けた小

学校跡地の活用方策

の検討 

広島県 

安芸高田市 

小原地域 

平成 14 年に「地区振興会」が設立さ

れ、集落を越えた地域活動などの取組

が展開し、営農組合や福祉作業所、企

業との連帯意識も強い。 

昨年に唯一の商店も撤退し、生活用

品を地域内で調達できない状況。小

学校の統廃合も予定されており、伝

統芸能の継承等も課題。 

廃校を控えた地域のコ

ミュニティ再生に向け

た「未来設計書」の策

定 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

住民主導による観光宿泊施設の設立

や住民共同出資による特売所の開

設、NPO による移住・交流活動の展開

など先導的な地域づくりをこれまでに

展開。コミュニティの結びつきも強い。 

過疎化による既存商店の経営不振

や後継者不足による売り上げ不振・

撤退により買い物機能が弱体化。急

峻な山間集落から中心部までの交通

手段や宅配システムが課題。 

様々な地域活性化団

体の協働による旧村エ

リア全体での「夢づくり

プラン」の策定 

高知県 

いの町 

越裏門・寺川 

地区 

15年前には外部人材による地域のファ

ン団体が設立されており、小規模地区

ながら愛媛県との県境にあることから、

四季の豊かな自然を背景に四国内外

からのリピーターが多い。 

人口 87 人、高齢化率 7 割以上と過

疎化が著しく進行。これにより集落の

支えあいの活動やコミュニティを担う

地域組織の確立、集いの場づくりが

困難になりつつある。 

小規模・高齢地区にお

ける「小さな拠点（集落

活動センター）」づくり

への挑戦 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

キリシタンの歴史・文化資源が地区内

に多く賦存しており観光名所となって

いる。平成 25 年 11 月には市のモデル

指定を受け、地区全体でまちづくり協

議会を設立。 

地域内には日用品や食料品を扱う

商店がなく、バス路線のない集落が

あることから、通院や買い物に不安を

抱える住民が少なくない。さらに島内

では若者の就労の場も少ない。 

離島における「小さな

拠点」づくりのアクショ

ンプラン（まちづくりビ

ジョン）の策定 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

地域内の各地区で有志が集い交流イ

ベントや活性化活動を展開し、交流人

口の拡大に取り組んでいる。総合支所

の空きスペースを活用したこうした連携

の場づくりが求められている。 

地域内での小学校の統廃合や農

協、商店、G.S の撤退等により集いや

賑わいの場が減少。交通手段も少な

くなり、高齢者は通院や買い物に苦

慮している。 

支所を活用した「小さ

な拠点」づくりによる旧

町エリアでの「ふるさと

集落生活圏」づくりの

検討 

注）平成 25 年度モニター調査地域の当該分析は昨年度調査報告書を参照。 
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平成 26 年度のモニター調査地域における「小さな拠点」づくりに向けた着眼点について、それぞれの

区分ごとに整理すると、以下のとおりである。 

 

①地域の弱みや脅威の克服 

地域の弱みや脅威を克服することに重点が置かれたケースとしては、地域連帯の象徴ともいえる小中

学校の閉校に伴う相互扶助機能の弱体化、あるいは空き店舗等の増加によるコミュニティ機能の弱体化

への懸念（小国町北部地域、伊那市長谷地区、益田市美濃地区、安芸高田市小原地域）や、高齢化の

進行により増大する福祉ニーズへの対応（香取市山倉・大角地域、いの町越裏門・寺川地区）をはじめ、

高齢者の移動に係る地域交通の問題（香取市山倉・大角地域、益田市美濃地区、五島市奥浦地域）と

いった、それぞれの地域が抱える様々な地域課題について、「小さな拠点」づくりを通して解決を図ること

を大きな目的としている。 

 

②機会を捉えた強みの発揮 

一方、上記のような地域課題を抱えつつも、地域の持つ強みや機会を発揮して、外部との交流活動の

活発化やコミュニティの活性化を図るために「小さな拠点」づくりを目指したり、将来的なまちづくり計画の

策定やその実現に向けた施設等の整備の進展という機会を捉えて「小さな拠点」づくりの検討を開始した

ケースもある。 

具体的には、もともと「道の駅」的な施設の整備構想のある地域では、施設整備をひとつの機会と捉え

て、住民が求める複合的な生活サービスを同施設で併せて提供していこうとするケース（東成瀬村）や、

既に廃校となった小学校の新たな活用に向け、老朽化した農産物加工施設を交流施設とあわせて整備

し、中心地区の機能強化と活性化につなげようとするケース（津山市阿波地区）である。 
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３－１－２．「小さな拠点」づくりに向けた検討体制の構築 

（１）中心となった実施主体や連携団体との役割分担について 

平成25・26年度のモニター調査地域における「小さな拠点」づくりの検討体制の構築状況を類型化した

ものが図表 3－6 である。 

各地域の検討体制ついては、モニター調査事業への応募時の形式的な実施主体ではなく、モニター

調査の遂行において人員配置や事務局機能を担った実質的な検討体制を示している。 

これによると、既存の住民組織（地域自治組織）が主体となって検討を進めるケースから、特定テーマで

活動する地元団体等が検討を進めるケース、行政や外部機関が検討を主導するケースまで、様々なパ

ターンがみられる。 

各モニター調査地域を大別すると以下のように分類される。平成 25 年度は地域団体が中心となって検

討体制を構築し、取り組んだケースが多かったが、平成 26 年度は行政が中心となって検討体制を構築し

たケースが７地域と多くなっている。 

図3－6 「小さな拠点」づくりの中心となる実施主体の区分 
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①既存の住民組織（地域自治

組織）が中心となり検討 
      ◎ ○   ◎  ○  ○ ○    ◎  ○ ○  

②テーマ型の住民組織や地元

NPO 等が中心となり検討 
◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○  ◎  ◎    ◎  ◎  ○ ○  ◎    

③行政が中心となり検討を 

主導 
 ○ ○  ◎ ◎      ◎ ◎  ◎   ◎ ◎   ◎ ◎ ◎ 

④外部機関が中心となり検討      ○   ◎        ◎        

注）◎は実質的に中心となっている主体であり必ずしもモニター調査の実施主体とは一致しない。○は◎を補完する主体。 

 

①既存の住民組織（地域自治組織）が中心主体となって検討 

地域の自治組織が中心となって検討体制を構築したモニター調査地域は、平成 25 年度は 2 地域で

あったが、平成 26 年度は安芸高田市小原地域の 1 地域のみであった。 

安芸高田市の旧高宮町では、昭和 47 年から複数集落を束ねる地域振興会が発足（川根地域振興会）

し、地域自治活動が活発に展開されていた。そして平成 16 年の市町村合併の際、この旧高宮町の地域

振興組織による取組を全市的に導入しており、市内で 32 の地域振興会が設立されている。小原地域で

検討の中心主体となった「小原地域振興会」もその一つであり、外部専門家の協力も得ながらモニター調

査を進めた。 

また、栗原市花山地区や小国町北部地区、香取市山倉・大角地域、いの町越裏門・寺川地区、五島

市奥浦地域では、実質的には行政や外部の連携機関（NPO 法人）が地域自治組織の事務等を人的・技

術的にサポートしてモニター調査を遂行している。 
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②テーマ型住民組織や NPO 等が中心主体となって検討 

対象エリアに根ざした住民組織ではなく、地域との関わりの強い外部機関が主体となってモニター調査

に取り組んでいる地域（東成瀬村、香取市山倉・大角地域）では、既存の住民組織との連携を図りつつも

新たに検討体制を構築し、「小さな拠点」づくりの概念の普及や取組を通じてどのような地域の困りごとの

解決が図られるかという点から検討を始めている。 

また、地域の NPO 法人（高知市土佐山地域）が中心となり検討を進めるケースでは、地域の自治組織

に密着して検討を進めるなどの工夫や配慮がみられる。 

一方、実質的には行政が中心となりつつも、地域で活躍する第三セクターや地域のコンサルタント会社

と連携しながら拠点の機能向上方策を検討したケース（益田市美濃地区、津山市阿波地区）もみられた。 

③行政や外部機関が中心主体となって検討を主導 

行政が中心となって検討体制を構築したケースでは、その多くが検討体制の事務局機能を担い、新た

な検討体制を構築してモニター調査を実施している。事務局機能の担い方としては、支所や出張所の職

員が中心となって検討組織をハンドリングするケース（五島市奥浦地域、鹿屋市輝北地域）や、本庁等の

職員が窓口となって自治組織と連携しながら検討を進めるケース（栗原市花山地区、小国町北部地区、

津山市阿波地区、いの町越裏門・寺川地区）、あるいは行政職員を地域に配置して検討を進めるケース

（益田市美濃地区）がみられた。 

なお、平成 26 年度のモニター調査において、外部機関が中心となって検討したケースとしては、地域と

関わりのある高等教育機関が実施団体となりモニター調査を行ったケース（伊那市長谷地区）のみであり、

この場合も、地域の住民組織や連携団体と新たな検討体制を構築して取り組んでいる。 

 

（２）行政との連携方策や行政計画との連動性 

地域が主体となって「小さな拠点」づくりを進める上でも、遊休施設の活用や各種行政サービスとの連

携・調整、行政のまちづくり計画の整合性など、様々な面で行政との連携・協働は必要となる。 

各モニター調査地域において、行政が検討組織の中でどのような役割を担ったかを整理すると、概ね

図表 3－7 に示すように３つのパターンに大別される。 

図3－7 「小さな拠点」づくりにおける行政の関わり方の区分 
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①検討会議に出席はしないが

必要に応じて助言・サポート 
       ◎        ◎ ◎   ◎ ◎    

②検討会議等に委員またはオ

ブザーバーとして参画 
◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○  ◎ ◎ ◎  ○ ◎ ○  ○ ○ ○   ○ ○ ○ 

③行政職員が実務面から調査

全般をサポート 
 ○ ◎  ◎ ◎ ◎     ◎ ◎  ◎   ◎ ◎   ◎ ◎ ◎ 

注）◎はモニター調査の遂行に際しての主な関わり方、○は補完的な関わり方。 
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①検討会議に出席はしないが必要に応じて助言・サポート 

平成25年度のモニター調査地域ではこのタイプの関わり方は１地域のみであったが、平成26年度のモ

ニター調査地域では４地域（香取市山倉・大角地域、伊那市長谷地区、安芸高田市小原地域、高知市

土佐山地域）がこのタイプに該当する。 

これら４地域はいずれもモニター調査の応募段階から、住民自治組織や NPO 等の外部機関が中心と

なって検討に取り組んだ地域であり、「小さな拠点」づくりに向けた検討体制においても、行政職員は必要

に応じて情報提供を行うなどの形で参画している。 

②検討委員会等に委員やオブザーバーとして参画 

平成25年度、26年度を通じて最も多い行政の参画形態が、検討委員会の委員などに行政職員を組み

込むタイプである。ただし、平成 25 年度は行政が委員として参画している地域も 3 地域みられたが、平成

26 年度は、後述するように行政が実務面で実施団体をサポートしている地域が多いこともあり、委員では

なくオブザーバーや事務局の一員として参加しているケース（栗原市花山地区、益田市美濃地区、津山

市阿波地区など）が多くなっている。なお、その場合でも、実施主体である地域自治組織や NPO を通じて

必要に応じて情報提供を行ったり、事業の活用等の相談に応じるといった側面的な支援も行っている。 

また、既存の地域の協議会等の中で新たに「小さな拠点」づくりをテーマとして取り上げて検討を進めて

いく場合には、行政がオブザーバーとして補完的に参画し、協議内容を把握しながら、今後の行政と住民

の協働体制の構築の参考とするケース（小国町北部地区など）も数多くみられた。 

③行政職員が実務面から調査全般をサポート 

行政が実務面において中心となりつつも、地域の自主性や主体性を尊重して、地域自治組織等のメン

バーが中心となる検討会議等の場面ではオブザーバーに徹し、一歩引くという関わり方は、平成 26 年度

のモニター調査地域では７地域が該当する。 

 

 

一方、平成 26 年度の各モニター調査地域における行政計画や方針、地域づくり課題と「小さな拠点」

づくりとの関係を整理したものが図表 3－8 である。 

市町村の行政方針とモニター調査に応募・実施した背景にはいくつかの共通した特徴がみられるが、

いずれのケースにおいても、行政が実務面を含めモニター調査の遂行を積極的に支援している。 

①協働のまちづくりの推進 

一つは、住民と行政との協働のまちづくりを背景に取り組んだケース（栗原市花山地区、津山市阿波地

区、いの町越裏門・寺川地区、鹿屋市輝北地域）である。これらの地域では、総合計画等において、地域

づくりの方針として行政と住民との連携や協働が提唱されており、特に地域自治力を高めることが求めら

れており、「小さな拠点」づくりと軌を一にした取組として行政がモニター調査の実施を支援している。 

②地域自治組織の設立・活性化の推進 

二つ目は、地域自治組織の設立やその活性化を背景に取り組んだケース（益田市美濃地区、安芸高

田市小原地域、いの町越裏門・寺川地区）である。行政方針に基づき地域自治組織の設立に向けた活

動方針の明確化を企図したり、あるいは既に設立されている地域自治組織が地域の課題解決に向けて

「小さな拠点」づくりに着目して取り組んでいる。 

③総合計画等の行政計画における地域整備構想の具体化 

総合計画における地区別整備構想の一環として取り組んだ地域（小国町北部地区）や、施設整備構想を

具体化に導くための一環として取組んだ地域（東成瀬村）等もみられる。 
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図3－8 行政のまちづくり方針や行政計画と平成 26 年度モニター調査における「小さな拠点」づくりとの関係 

ﾓﾆﾀｰ調査地域 担当課 既往の行政方針や計画との関係等 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

【連携】 

栗原市 

企画部 

企画課 

・平成 22 年にとりまとめられた「第 2 次栗原市行政改革大綱」においては、「市民と行政との協働

のまちづくり」を平成 31 年度までの目標として掲げている。 

・花山地区における「小さな拠点」づくりにおいても本庁の企画部企画課、花山総合支所が窓口

となって事務的機能や調整機能の役割を果たし、積極的にサポートしている。 

秋田県 

東成瀬村 

（全域） 

【連携】 

東成瀬村 

農林課 

・村が策定した「過疎地域自立促進計画」では、地場産業の振興に際して、加工・販売施設の拠

点づくりが課題として挙げられており、これをふまえて「道の駅」的な施設の整備構想もある。 

・昨年度の調査の結果をふまえ、村全体を支える「小さな拠点」と周辺地区におけるコミュニティ

拠点の可能性について、適宜、村と実施団体が協議しながら検討を進めている。 

山形県 

小国町 

北部地区 

【連携】 

小国町 

総務企画課 

政策企画室 

・第４次総合計画後期計画において、広大な町土を６つに区分し、統廃合による旧校舎の有効

利用を含め、各地区での特色を活かした地域づくり拠点の推進を意図している。 

・このような中で、北部地区における交流拠点を活用した「小さな拠点」づくりを図るため、行政職

員が調整役となり、同地区に配置している緑のふるさと協力隊とともに調査に参画している。 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

【連携】 

香取市 

建設水道部 

都市整備課 

・香取市の中でも山倉・大角地域を含む山田地域は、定住人口の減少と少子高齢化が進んでい

ることから、生活利便性を確保した居住環境の形成を図ることが都市計画上も求められている。 

・同地区における「小さな拠点」づくりを通じて農村部における身近な生活インフラの構築を図ると

いう観点から、都市計画課が窓口となってモニター調査に参画している。 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

【推薦】 

伊那市 

長谷総合支所 

・長谷村は平成18年に伊那市に合併したが、平成15年には村の方針から村中心部に福祉施設

や診療所、道の駅等を集中的に整備されてきた経緯がある。 

・今回のモニター調査では、このような既往の拠点機能の見直しや強化を図ることを目的としてい

るため、長谷総合支所の協力を得て調査を実施している。 

島根県 

益田市 

美濃地区 

【連携】 

益田市 

政策企画局 

人口拡大課 

・益田市では地区振興センターを中心に地域自治組織の組織化をサポートして定住促進等を図

るため、平成26 年度から「地域魅力化プロジェクト事業」を創設し、地域魅力化応援隊員を地区

に配置してコーディネート機能、事務的機能を支援している。 

・美濃地区も同地区に配置された隊員を中心に、市のサポートを得ながら、新たな自治組織の設

立準備会を設立してモニター調査に参画している。 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

【推薦】 

津山市 

地域協働部 

協働推進課 

・津山市では「過疎地域自立促進計画」において、「市民と行政による共創・協働による自立促

進」を方針として掲げており、27 年度を目途とする市の総合計画後期計画でも、市民主役のま

ちづくりが位置付けられている。 

・本モニター調査においても、市の協働推進課が窓口となり、事務的サポートや外部との調整サ

ポートなど、実施団体の調査遂行を積極的に支援している。 

広島県 

安芸高田市 

小原地域 

【推薦】 

安芸高田市 

企画振興部 

政策企画課 

・安芸高田市では、既に市全域で 32 の地域振興組織が設立されており、市では各種の活動支

援助成や行政職員の参加等の人的支援を行っている。 

・本モニター調査では、地域振興組織の一つである「小原振興会」が実施主体となって「小さな拠

点」づくりの検討に着手しており、市はオブザーバーとして参画している。 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

【推薦】 

高知市 

農林水産部 

土佐山地域

振興課 

・旧土佐山村は、平成 17 年に旧鏡村とともに編入合併されており、高知市農林水産部に土佐山

地域振興課が設置され、同地区の振興業務を担っている。また、市は住民や関係団体と一体と

なって持続可能な地域づくり構想である「土佐山百年構想」を平成 23 年に策定している。 

・本モニター調査では、地域の NPO が中心となって検討を行い、市の土佐山地域振興課はがオ

ブザーバーとして位置づけられている。 

高知県 

いの町 

越裏門・寺川 

地区 

【推薦】 

いの町 

本川総合支所 

産業建設課 

・いの町は、平成 16 年に旧本川村ほか 2 町村の合併で誕生、旧吾北村と旧本川村には総合支

所が置かれており、平成 27 年度からスタートする第 2 次総合計画では行政と住民の連携・協働

が基本構想のまちづくり方針として掲げられている。 

・本モニター調査の対象となった越裏門・寺川地区は人口 87 人、高齢化率 70％超の小規模地

区であるため、本川総合支所が全面的に事務的サポート等の支援を行っている。 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

【連携】 

五島市 

市長公室 

まちづくり推

進班 

・五島市では、公民館単位でのコミュニティ組織体制の構築とその活動を支える「まちづくり交付

金」の導入を平成 26 年度からモデル的にスタートしており、奥浦地域はその指定を受けて 14 の

町内会から構成される「まちづくり協議会」を設立し、本モニター調査に着手している。 

・モニター調査の窓口は、五島市奥浦出張所（行政組織）が担当し、実施団体である奥浦まちづ

くり協議会の事務的機能を担っている。 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

【推薦】 

鹿屋市 

輝北総合支所 

地域政策課 

・鹿屋市では平成22 年1 月に「鹿屋市共生・協働で進めるまちづくり指針」を策定し、市の区域を

一定の地域に区分し、地域課題の解決に向けた自主的な組織づくりを推進している。 

・本モニター調査では、合併前の旧輝北町全体をエリアとした「輝北まちづくり協議会」を設立し、

輝北総合支所が窓口となって、調査の事務的なサポートを行うとともに、本庁の担当課（地域活

力推進課）もオブザーバーとして参画している。 
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（３）「小さな拠点」づくりの検討における外部人材の活用・参画方策 

モニター調査を実施する上で必要な検討内容やプランづくりの手法等については、「小さな拠点」づくり構

想自体が検討の緒についたばかりであることから、平成 25 年度と同様、平成 26 年度も各地域では積極的

に外部有識者や専門機関のサポートを得ながら検討を進めている。特に本モニター調査では、地域住民

が主体となって検討していくことを意図しているため、ほとんどの地域で検討の視点や課題の解決策が内

向きにならないよう、外部人材のアドバイスや助言を得ている。 

このような外部人材の導入・参画方法としては、有識者による講演会を開催して「小さな拠点」づくりへ

の理解を深める方法や、有識者を検討会議のアドバイザーとして委嘱して技術的なアドバイスや助言を

得る方法、会議運営や会議資料の作成等において外部からの支援を得る方法等に大別される。 

図3－9 「小さな拠点」づくりにおける外部人材の参画体制の区分 

モニター調査地域 
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①有識者等による講演会の

開催 
 ● ●  ●  ●    ●  ● ● ●   ● ● ●  ● ● ● 

②会議等でのアドバイザーの

設置 
   ●     ●  ● ●  ● ● ●   ● ●   ●  

③専門機関等の職員の参画 ● ●    ●  ● ● ●      ● (●) ●      ● 

注）伊那市長谷地区は高等教育機関が実施団体であることから専門機関職員の参画としている。 

 

①有識者等による講演会の開催 

平成 25 年度の５地域に比べると、平成 26 年度は９地域と多くのモニター調査地域で学識経験者等の

外部有識者を招聘して講演会を開催している。 

主な内容としては、「小さな拠点」づくりへの理解と啓発をテーマとして地域住民や関係者を対象とした

講演会を開催したケース（栗原市花山地区、小国町北部地区、益田市美濃地区、安芸高田市小原地域）

のほか、「小さな拠点」づくりも含めた農山村の活性化対策全般をテーマにして講演会を開催したケース

（津山市阿波地区）、地域資源の活用や先進的な活動の紹介など、検討会議のメンバーを対象に特定の

テーマに焦点を当てた講演会を開催したケース（いの町越裏門・寺川地区）がある。 

 

  

■栗原市花山地区での講演会の様子 ■いの町越裏門・寺川地区での講演会の様子 
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②検討会議におけるアドバイザーの設置 

会議やワークショップの運営において、外部の有識者や専門家をアドバイザーとして委嘱し、会議開催

ごとに助言や指導を得るなど密着型のサポートを得て検討を進めた地域も６地域みられた。 

この場合、検討会議や数回にわたるワークショップ毎に専門家がコーディネーター役となって、専門的

な見地からの見解も含めて検討を進めたケース（小国町北部地区、香取市山倉・大角地域、安芸高田市

小原地域、五島市奥浦地域）のほか、組織の経営分析など、特定の専門的なテーマによる会議を開催し、

有識者から技術的指導を受けて具体的な検討を進めたケース（津山市阿波地区）もみられた。 

 

  
■小国町北部地区でのワークショップの様子 ■五島市奥浦地域でのワークショップの様子 

 

③専門機関等の職員の参画 

モニター調査を実施する上では、地域住民のニーズを把握するためのアンケート調査やヒアリング調査

をはじめ、各種調査結果の分析など専門的な知識や技術が必要となるケースも多く、平成 26 年度のモニ

ター調査地域においても４地域で、地域外の専門機関が調査を技術面からサポートしている。 

このような外部の専門機関の職員が地域の団体をサポートする形式としては、連携団体あるいは実施

団体として事務局機能を担って調査を進めるケース（香取市山倉・大角地域、伊那市長谷地区）だけでな

く、試行的取組（実験的なイベントの実施）に講師を派遣してもらい、専門的なプログラムを提供してもらう

ケース（香取市山倉・大角地域）や、連携団体として訪問ヒアリング調査やワークショップ等の運営を担う

ケース（益田市美濃地区、鹿屋市輝北地域）などもみられた。 

 

 

  

■香取市山倉・大角地域での試行的取組の様子 ■鹿屋市輝北地域でのワークショップの様子 
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３－１－３．地域の現状分析と「小さな拠点」のプランづくりに向けたアプローチ手法 

（１）生活サービス・機能の現状分析 

（旧）小学校区等の基礎的な生活圏を対象エリアとして「小さな拠点」づくりを検討していく際は、当該地

域の中で享受できる生活サービスの現状や地域外に依存している生活サービス等の動向を把握し、住民

ニーズと照らし合わせることにより、地域で不足している生活サービスやより機能強化が求められるサービ

スを明らかにしていく必要がある。 

平成 26 年度のモニター調査では、各地域において、現地調査や行政機関・生活関連サービスの提供

事業者等への聞き取り調査等を通じて、主に以下のような分野の生活サービスの実態や立地状況の把握

が行われた。 

図3－10 生活サービス・機能に係る現状把握項目の概要 

分 野 主なサービス内容（当該地域内と地域外に分けて把握） 

行 政 支所等の存在の有無と場所、行政窓口が有る場合は行政機能の内容や職員体制など 

医 療 診療所等の医療施設の有無と場所、診療科目や診療時間など 

保 健 保健センター等の有無と場所、提供している主な機能など 

福 祉 特別養護老人ホームや介護老人保健施設、高齢者福祉センター、デイサービス施設、居宅介護

支援施設等の有無と場所、入所定員、提供している機能、運営主体など 

教 育 ・ 

子育て 

保育所や学校、社会教育施設や生涯学習施設等の有無と場所 

（必要に応じて児童数等も含む） 

買 い 物 商店や薬局、ガソリンスタンドの有無と場所、営業品目や営業時間 

移動販売や配送サービスの有無と事業者数、頻度など 

観 光 ・ 

 交 流 

観光施設や交流施設、特産物加工場等の有無と場所、主なサービス内容や生産・営業品目、 

運営主体や開設時間など 

交 通 地域内交通（コミュニティバスやデマンドタクシー、ボランティア輸送、過疎地有償運送、福祉有償

運送、患者輸送等）の実施状況や便数、路線バスの有無とルート（行先）、便数など 

通 信 郵便局の有無と場所、デジタル通信網や携帯電話通信等の整備・確保状況 

金 融 ＪＡや金融機関窓口、コンビニ等を含むＡＴＭ等の有無と場所 

そ の 他 防災関連施設や文化施設、歴史・文化的資源、名所など 

 

 

これらの情報収集の結果から、平成 26 年度の各モニター調査地域において「小さな拠点」候補として

想定されている施設周辺の生活関連施設の立地状況や生活サービス等の提供状況を整理したものが図

表 3－11 である。 

人口規模が大きい現在の自治体全域を拠点づくりの対象エリアとして、その中心集落を「小さな拠点」

づくりの候補地点としたケース（東成瀬村）や、平成の市町村合併前の旧町村エリアを対象として旧役場

周辺を候補地点としたケース（栗原市花山地区、津山市阿波地区、高知市土佐山地域、鹿屋市輝北地

域）では、歴史的な経緯から公共施設等が候補施設周辺に集まっており、生活関連サービスもある程度

集積がみられるが、基幹集落を候補地点とした比較的対象エリアの人口規模が小さいケース(小国町北

部地区、益田市美濃地区、いの町越裏門・寺川地区)では、いずれも候補施設周辺に立地している生活

サービスは少なく、厳しい状況であることが分かる。 

なお、伊那市長谷地区や安芸高田市小原地域は、「小さな拠点」づくりの対象エリアの人口規模は

1,500～2,000 人程度と比較的大きいが、近隣に行政機能を持った中心集落等が存在しているため、当該

地域の拠点候補施設周辺に立地している生活サービス施設は限定的である。 
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図3－11 平成 26 年度モニター調査地域における「小さな拠点」候補施設周辺の生活関連施設の立地状況 
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県
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濃
地
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県
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山
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阿
波
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広
島
県
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芸
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市
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原
地
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高
知
県
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山
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知
県
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長
崎
県
五
島
市

　
奥
浦
地
域

鹿
児
島
県
鹿
屋
市

　
輝
北
地
域

1,172 2,772 622 1,607 1,918 374 575 1,479 972 87 1,150 3,508

42.6 33.0 36.5 35.1 43.2 47.6 42.1 44.4 36.8 71.3 41.8 41.3

● ● △ ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ●

△ ● △ ● ● ● △ ● △

幼・保 ● ● △ ● △ △ ● ● ●

小学校 △ ● ● △ △ ● ● ●

中学校 ● △ ● ● △

子育て関連 ● ● ● ●

買い物 商店 ● ● ● ● △ ● ● ● △ ● ●

GS ● △ ● ● ● ● ● △

観光・交流 ● ● ● ● ● ● ● △ ●

路線バス ● ● ● ● ● ● ●

コミバス ● ● ● ● ● ●

その他 ● ● ● ● ●

● ● ● ● △ ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

交流
ｾﾝﾀｰ

公民館
集落
ｾﾝﾀｰ

公民館 公民館
老人憩
いの家

公民館

注１）表中●は拠点候補となる施設、もしくは近隣に当該施設が立地、△は地区内に立地している施設
注2）表中の生活サービス施設の内容は以下のとおりである。

行 政 ： 市町村役場もしくは支所、出張所が立地
医 療 ： 診療所もしくは医院等が立地
保 健 ： 市町村保健センター等が立地
福 祉 ： 高齢者福祉施設や児童福祉施設等が立地
幼・保： 幼稚園、保育園、こども園等が立地

子育て関連： 学童クラブ、託児所、児童館等が立地
商 店 ： 食料品や日用品等を取り扱う店舗が立地
G S ： ガソリンスタンドが立地
観 光 ： 特産物販売所や交流センター、宿泊施設、観光案内施設等が立地

交通（コミバス）： コミュニティバスが運行
交通（その他）： デマンドバスや過疎地有償運送による車両等が運行

金 融 ： ATM設置店舗や貯金業務を取り扱う簡易郵便局等が立地

交通

通信（郵便局）

金融（ATM含む）

その他

区　分

教育・
子育て

行　政

医　療

保　健

福　祉

人口（人）

高齢化率（％）
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（２）「小さな拠点」のプランづくりに向けた検討手法 

平成 25・26 年度の「小さな拠点」づくりモニター調査事業では、それぞれの地域が、地域住民が望む生

活サービスの把握をはじめ、拠点運営や生活サービスに関係する事業者の参画意向や、各種行政計画

との関連性、「小さな拠点」づくりに向けた地域住民の参画意向の把握と人材発掘・意識啓発などを目的

として、各地域の実情に応じて様々な調査手法を採用し、モニター調査を進めてきた。 

各地域で実施された様々な検討手法とその適用状況を整理すると、図表 3－12 のとおりである。 

 

【検討手法の概要】 

①住民アンケート調査：地域住民を対象とした生活ニーズ等の把握のための質問紙による調査 

②事業者アンケート調査：生活サービスの提供主体等を対象とした質問紙による調査 

③住民ヒアリング調査：地域住民を対象とした個別聞き取りまたはグループインタビュー調査 

④事業者ヒアリング調査：生活サービスの提供主体を対象とした個別聞き取り調査 

⑤行政ヒアリング調査：行政機関に対する各種サービスの提供状況等に係る聞き取り調査 

⑥ワークショップの開催：関係者や地域住民を対象としたテーマを定めたワークショップの開催 

⑦試行的取組の実施：実証実験や交流イベント、特産物の加工・販売など 

⑧先進地事例調査：先進的な取組実施地域を訪問しての現地調査や聞き取り調査 

⑨講演会、セミナーの開催：「小さな拠点」づくりに係る専門家等を招聘した講演会、セミナー 

⑩その他：空き家調査や交通量調査など「小さな拠点」の機能検証に係る付帯調査 

 

図3－12 「小さな拠点」づくりに向けた検討手法の区分 

モニター調査地域 
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①住民アンケート調査 ● ● ● ● ● ● ● ● (○) ● ● (○) ● ● ● ● ●  ● ●    ● 

②事業者アンケート調査          ● ●              

③住民ヒアリング調査  ● ● ● ● ●     ●   ●  ● ● ● ●  ● ●   

④事業者ヒアリング調査   ●      ●   ●    ●   ●  ● ●   

⑤行政ヒアリング調査  ● ●      ●     ●         ●  

⑥ワークショップの開催 ● ●      ● ●  ● ●  ● ●   ● ● ●   ● ● 

⑦試行的取組の実施      ● ●    ●     ●  ●     ●  

⑧先進地事例調査 ●  ● ● ●  ●   ● ●  ● ● ●  ● ●  ●  ● ● ● 

⑨講演会、セミナーの開催  ● ● ● ●  ●    ●  ● ● ●   ● ● ●  ● ● ● 

⑩その他（空き家調査など）  ●                     ●  

注）図中の(○)は、本モニター調査に先行して、あるいは並行して各地域で既に進められていた調査方法を示す。 
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また、この検討手法について、「小さな拠点」づくりにおける検討の段階（ステップ）毎に再整理したもの

が図表 3－13 である。以下に、段階ごとの検討手法とその適用状況について概説する。 

図3－13 「小さな拠点」づくりに向けた検討のステップ別の調査手法 
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①
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⑥
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D 拠点の運営体制

の検討 
⑧   ⑧ ⑧ ③ ⑧  ⑥ ⑧ 

⑥

⑧ 
⑥ ⑧  ⑧  ⑧ 

⑦

⑧ 
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E 拠点づくりに向け

た合意形成 
⑥ ⑨ ⑨  ⑨  ⑨  ⑥  ⑨ ⑥ ⑨ ⑨ ⑨   ⑨ 

⑥
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凡例  ①住民アンケート調査  ②事業者アンケート調査 ③住民ヒアリング調査    ④事業者ヒアリング調査 

⑤行政ヒアリング調査  ⑥ワークショップの開催 ⑦試行的取組の実施    ⑧先進地事例調査 

⑨講演会・セミナー開催  ⑩その他（交通量調査など） 

 

Ａ:「生活サービスの現状把握」における検討手法 

生活サービスの現状を把握する方法としては、主に医療や教育、交通などの公的サービスの分野につ

いては行政機関に、買い物や福祉、観光・交流等の民間サービスに係る分野については各サービス提供

事業者を対象に、ヒアリング調査を実施した地域が多く、平成 26 年度も５地域みられた。 

地元商店や移動販売事業者など民間事業者にヒアリングを行った地域（香取市山倉・大角地域、高知

市土佐山地域、いの町越裏門・寺川地区）、行政を対象として公的サービスや交通確保対策の現状や今

後の方針等について聞き取り調査を行った地域（東成瀬村、五島市奥浦地域）のいずれも、提供している

サービスの内容や頻度、地域住民の利用状況、今後のサービス提供等の見通し等を把握している。 

いずれにしても、行政も含めたサービス提供事業者から、現在提供しているサービスの内容や水準、今

後のサービスの提供意向を把握することは、地域における生活上の問題点や課題の明確化に資するだ

けではなく、今後「小さな拠点」においてどのような生活サービスの提供が必要になるかを検討し、関係す

る事業者等とその情報を共有していく上で有効な取組といえる。 

また、これらの地域以外では、検討組織やその事務局が中心となって、現地調査や既存の各種資料等

から情報収集・整理を行い、地域での生活サービスの現状把握等に努めている。 

 



- 3－16 - 

Ｂ:「各主体のニーズ把握」における検討手法 

平成 25・26 年度のモニター調査地域の多くで、地域住民の生活実態や「小さな拠点」づくりに向けた生

活ニーズを把握するために、住民アンケート調査が実施されている。平成 26 年度のモニター調査地域の

中でも７地域において住民アンケート調査が実施されている。このほか、人口や世帯数が小規模な地域

（益田市美濃地区、いの町越裏門・寺川地区）では、全世帯を対象とした個別ヒアリング調査を実施し、ア

ンケート調査以上に詳細かつ綿密な住民ニーズの把握に努めている。 

また、平成 25・26 年度のいずれにおいても、地域住民のみならず、地域から転出し他地域で暮らす元

地域住民（他出者）や、他地域からの来訪者を対象にヒアリング調査等を実施したモニター調査地域も

あった（平成 26 年度は東成瀬村、安芸高田市小原地域）。 

なお、住民アンケート調査については、世帯主を調査対象とした地域と、子どもを除く全住民を対象とし

た地域に大別されるが、平成 26 年度のモニター調査では、モニター調査の開始時に研修会を開催し、世

帯調査ではなく個人調査とすることの重要性について予め周知を図ったことから、多くの地域（栗原市花

山地区、東成瀬村、小国町北部地区、香取市山倉・大角地域、安芸高田市小原地域、鹿屋市輝北地域）

で地域住民全員を対象としたアンケート調査が実施され、世代別の住民ニーズ等が把握されている。 

Ｃ:「拠点に求められる機能の検証」における検討手法 

地域が抱えている生活サービス提供上の課題や把握された住民ニーズ等を踏まえ、「小さな拠点」にお

いてどのようなサービス・機能が求められるかを検討する段階においては、地域住民によるワークショップ

を開催して自らの地域に必要と考えられる機能を抽出する方法（東成瀬村、小国町北部地区、益田市美

濃地区、安芸高田市小原地域、五島市奥浦地域、鹿屋市輝北地域）や、実際に拠点での提供が期待さ

れるサービス活動の一部を試行的に行い、サービスの必要性や運営方法等を検証する方法（香取市山

倉・大角地域、益田市美濃地区、五島市奥浦地域）を適用した地域が比較的多い。 

また、平成 26 年度のモニター調査では、検討会議での協議や住民ニーズ調査の結果等を踏まえ、当

該地域で展開が期待されている生活サービスについて、実際に地域主導で提供している先進事例を調

査し、自らの地域の実情と照らし合わせて実現可能性の検討や必要なサービス機能の提供方法を明らか

にするために、先進地事例調査を行い、「小さな拠点」に求められる機能を検証した地域も多く見られた

（栗原市花山地区、東成瀬村、いの町越裏門・寺川地区、五島市奥浦地域）。 

Ｄ:「拠点の運営体制の検討」における検討手法 

平成 25 年度と同様に、26 年度のモニター調査においても「小さな拠点」の運営体制の検討を行う上で、

最も多くの地域が採用した検討手法は、先進地事例調査である。 

調査対象は、当該地域で想定されるサービスを実際に地域主導で提供している事例が中心となってい

るが、そうした「小さな拠点」づくりの先進事例の情報は全国的にもまだ十分集約・蓄積されていないことか

ら、国土交通省が平成 24 年度に作成した『「小さな拠点」づくりガイドブック』に掲載された事例地域や昨

年度のモニター調査地域を先進地調査の対象とした地域も複数みられた（栗原市花山地区、安芸高田

市小原地域、鹿屋市輝北地域）。 

各地域が現地調査を行った主な「小さな拠点」づくりの先進事例調査の対象と、調査内容を整理すると、

図表 3－14 のとおりである。主な調査内容は、各地の「小さな拠点」の開設までの経緯や施設の運営方法、

行政との関係等であり、拠点形成後の運営手法や安定的な運営に向けて工夫している点など、運営のノ

ウハウに係る側面を学ぶことを目的としているが、平成26年度のモニター調査では、厳しくなりつつある地

域内の交通事情を背景に、生活交通の確保対策を主目的とした先進地事例調査も比較的多くみられた

（栗原市花山地区、東成瀬村、五島市奥浦地域）。 
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図3－14 平成 26 年度モニター調査地域が実施した先進地事例調査の主な視点 

モニター調査地域 調査した事例 主な調査のポイント 

宮城県栗原市 

花山地区 

秋田県由利本荘市 

新潟県村上市瀬波地区 

（交通カンファレンス） 

・既往の「小さな拠点」エリアにおける生活関連施設の集積状況 

・バイオマスプラントによる地域活性化方策について 

・オンデマンド交通に関する先進地の取組状況について 

秋田県東成瀬村 

（全域） 
秋田県上小阿仁村 

・村内における生活交通サービスの提供状況について 

・自家用旅客有償運送システムの仕組みについて 

山形県小国町 

北部地区 

島根県雲南市、掛合町、 

三刀屋町 

・地域自治組織による廃校を活用した「小さな拠点」づくりについて 

・地域自主組織が中心となった自主防災活動等について 

長野県伊那市 

長谷地区 

北海道浜中町 

（ＪＡ浜中町） 

・酪農の取組と担い手の育成について 

・福祉活動の取組と活動に係る町内交通手段について 

島根県益田市 

美濃地区 

島根県邑南町出羽地区 ・地域内循環を支える地域通貨流通の仕組みについて 

・地域内の空き家対策について 

広島県安芸高田市 

小原地域 

広島県神石高原町 ・町の人的支援制度、道の駅の取り組みについて 

広島県三次市川西地区 ・自主的なまちづくりと郷の駅について 

広島県東広島市小田地区 ・自治組織「共和の郷・おだ」の取組について 

高知県いの町 

越裏門・寺川地区 

徳島県三好市 

（高知県いの町） 

・廃校を活用した福祉サービスの展開方策について 

・（町内の集落活動センター柳野の開所式を先進事例として視察） 

長崎県五島市 

奥浦地域 

福岡県宗像市 

大分県豊後高田市 

・コミュニティ運営協議会の活動内容と拠点施設の運営について 

・コミュニティバスによる生活交通の確保対策と定住促進対策について 

鹿児島県鹿屋市 

輝北地域 

高知県土佐町 

高知県梼原町 

・集落活動センター開設までのプロセスと拠点運営の仕組みについて 

・地域内の生活交通対策と地域づくり事業の実施状況について 

 

Ｅ:「拠点づくりに向けた合意形成」における検討手法 

地域住民の「小さな拠点」づくりに向けた合意形成に際しては、平成 26 年度も有識者等による講演会

やセミナーを開催した地域が最も多く、9 地域で講演会等が開催されている。平成 26 年度の主な講演会

等の開催概要は図表 3－15 に整理したとおりである。 

講演のテーマは「小さな拠点」づくりの意義や必要性など基本的なテーマ設定（栗原市花山地区、小国

町北部地区、津山市阿波地区、安芸高田市小原地域）から、地域資源を活用した地域づくりの可能性や

方向性など、総括的なテーマ設定（東成瀬村、いの町越裏門・寺川地区、五島市奥浦地域、鹿屋市輝北

地域）まで様々であるが、いずれも「小さな拠点」づくりや住民主体の地域づくりを通じた合意形成や学び

の場として、関連情報を広く地域住民に提供し、啓発している点が共通している。 

また、検討会議のメンバーや地域の住民代表（公募委員など）を交えたワークショップ方式により、「小さ

な拠点」づくりへの理解や認識を深めた地域も見られた（津山市阿波地区、五島市奥浦地域）。ワークショ

ップは参加者が限られ、参加できる人数にも制約はあるものの、「小さな拠点」づくりに向けて共通認識を

深め、意識の醸成を図る面では有効な検討手法と考えられる。 

なお、このような講演会等の開催とあわせて、モニター調査の検討経過や検討結果を適宜、地域住民

に情報提供することは、「小さな拠点」づくりへの理解促進と意識醸成を図る上では効果的であり、平成 26

年度は 10 地域で、調査結果を地域住民にフィードバックする機会を設けている（図表 3－16 参照）。 
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図3－15 平成 26 年度モニター調査地域で実施された講演会やワークショップの概要 

ﾓﾆﾀｰ調査地域 講演等のテーマと講師 対象 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

『花山地区で持続可能な地域づくりを目指して』 

【弘前大学大学院地域社会研究科 平井太郎准教授】 

地域住民（約 70 名） 

その他（約 10 名） 

秋田県 

東成瀬村 

（全域） 

『地域資源が地方を変える～地域に愛される資源の使い方～』 

【多摩大学総合研究所 松本祐一教授】 

地域住民（名） 

その他（名） 

≪地域の人が活用できる道の駅とネットワークづくり≫W.S（2 回） 

【NPO 法人あきた NPO コアセンター 吉田理沙氏】 

地域住民（約 20 名） 

山形県 

小国町 

北部地区 

『「小さな拠点」の必要性～少子高齢化・人口減少社会に備える

地域づくり～』  

【日本大学経済学部 沼尾波子教授】 

地域住民(26 名) 

その他（4 名) 

≪地域の課題と北部地区で取組みたいこと≫W.S（6 回） 

【(有)地域環境デザイン研究所 宮原博通氏】 

地域住民、ＷＧメンバー 

（約 20 人/回） 

島根県 

益田市 

美濃地区 

『元気の出る定住の仕組みと「小さな拠点」のつくり方』 

【島根県中山間地域研究センター 研究統括監 藤山浩氏】 

地域住民（36 名） 

その他（11 名） 

≪交通ワークショップ：生活交通ニーズ等を把握≫（1 回） 

【(株)エブリプラン：連携団体】 

地域住民（15 名） 

その他（9 名） 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

『農山村は消滅しない－「小さな拠点」で創る「あば村」』 

【明治大学農学部 小田切徳美教授】 

地域住民他（約 50 名） 

『藻谷浩介はあば村を応援します』 

【㈱日本総合研究所 主席研究員 藻谷浩介氏】 

地域住民（約 120 名） 

広島県 

安芸高田市 

小原地域 

『秘策はこれだ！小原地域創生！』 

【島根県中山間地域研究センター 研究統括監 藤山浩氏】 

地域住民他（約 100 名） 

≪住民ニーズ把握のための世代別ワークショップ≫W．S（8 回） 

【一般社団法人リエゾン地域福祉研究所代表理事 丸山法子氏】 

振興会役員および地域住民

（約 10～28 名/回） 

高知県 

いの町 

越裏門・寺川 

地区 

『外部から見ると越裏門・寺川はどのように見えるか 他』 

【写真家 高橋宣之氏】 

地域住民他（26 名） 

 

『川根振興協議会での拠点づくりと実績』 

【広島県安芸高田市 川根振興協議会会長 辻駒健二氏】 

地域住民他（20 名） 

『食の事業（具体例とポイント）と移住促進について』 

【(株)ファミリア代表取締役 島田昌之氏】 

地域住民他（18 名） 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

『これからの離島振興策と地域コミュニティ』 

【公益財団法人ながさき地域政策研究所 所長 菊森淳文氏】 

町づくり協議会委員ほか 

（約 30 名） 

≪奥浦地区まちづくり計画の策定など≫W.S（7 回） 

【ナガサキベイデザインセンター代表理事 梅元建治氏】 

まちづくり協議会会員など 

（約 30 名/回） 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

『地域で「豊かな未来」を思い描き取り組めば、まだまだたくさんの

可能性がある』 

【LOCAL&DESIGN(株)代表取締役 山口覚氏】 

一般地域住民（約 100 名） 

≪きほく地区のまちづくりについて≫ 

【(株)マチトビラ：連携団体】 

協議会委員、地域住民 

（約 20 名/回） 
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図3－16 各モニター調査地域で実施された検討経過・結果の情報発信・広報活動の概要 

 モニター調査地域 情報発信・広報活動 発信回数 

平

成

25

年

度 

北上市黒岩地区 「まんなか広場の未来を考えるワークショップニュース」を配布 ４回 

小国町小玉川地域 アンケート結果や検討委員会の会議録を地区の全戸に配布 ５回程度 

★「小さな拠点」づくりの検討活動の経緯が町広報誌に掲載 １回 

上野原市西原地域 アンケート結果の概要版を作成し、回覧板で各戸配布 １回 

喬木村（全域） ★「小さな拠点」づくり講演会の様子を村ケーブルテレビで報道 １回 

★各地区で行う村政懇談会の報告事項の一つに取り上げられる 16 地区ごと 

南丹市美山町 

鶴ケ岡地域 

試行的取組（高齢者移送サービス）のお知らせのチラシを配布 １回 

アンケート結果の概要を「鶴ケ岡振興会新聞号外」として全戸に配布 １回 

隠岐の島町五箇地区 アンケートの結果を「ふれあい五箇だより」に掲載し発信 １回 

三次市川西地区 軽トラ晩方市のお知らせを新聞の折り込みチラシで配信 ２回 

アンケート結果や「小さな拠点」づくりプランを印刷し各戸配布予定 各１回 

平

成

26

年

度 

栗原市花山地区 住民を対象とした調査結果の報告会をモニター調査終了後（3 月下旬）

に開催する予定 

１回 

小国町北部地区 モニター調査の概要や取組の経過などを掲載した「北部地区小さな拠

点だより」を発行し、地区内の世帯に配布 

２回 

香取市山倉・大角地域 モニター調査結果をとりまとめたパンフレットを作成し、地域住民や行政

機関に配布 

１回 

益田市美濃地区 モニター調査結果について地域住民を対象に報告会を開催 １回 

津山市阿波地区 有識者の講演会とともにモニター調査結果の住民報告会を開催 １回 

「小さな拠点」エリアマップを作成して地域内全世帯に配布 １回 

安芸高田市小原地域 モニター調査結果の成果を「小原未来設計書」としてとりまとめ、地域住

民や行政機関、他地域との交流団体等に配布 

１回 

高知市土佐山地域 モニター調査結果を「土佐山夢づくりプラン」として作成し、地区内の全

世帯に配布 

１回 

いの町越裏門・寺川地区 モニター調査結果を報告書としてとりまとめ、地区住民へ報告するととも

に、いの町、高知県、社会福祉協議会等の関係団体に配布 

１回 

五島市奥浦地域 外部講師による講演会の開催とあわせてモニター調査の結果をふまえ

た「まちづくり計画」を地区住民に説明 

１回 

鹿屋市輝北地域 外部講師による講演会の開催とあわせてモニター調査の結果をふまえ

た「輝北地区アクションプラン」を地区住民に説明 

１回 

注）★は、本モニター調査の実施団体ではなく、調査と連動して行政あるいは報道機関等が行った情報発信である。 

 

  



- 3－20 - 

３－１－４．地域ニーズの把握手法 

（１）アンケートによる住民ニーズの把握 

地域住民の生活実態や、「小さな拠点」に求める生活サービスニーズの把握等を目的としたアンケート

調査は、情報を効率的に収集できる手法であるため、平成 26 年度のモニター調査においても、多くの調

査地域で実施されている。特に、本モニター調査では、小学校区程度の比較的小規模な地域を対象とし

た調査であったことから、回収率を高めるため、集落や地区の役員等が質問紙を訪問配布・訪問回収す

るといった調査方式を採用した地域も少なくない。 

平成 26 年度のモニター調査で実施されたアンケート調査の概要は、図表 3－18 のとおりである。また、

平成 25・26 年度の各モニター調査地域で実施されたアンケート調査の項目は図表 3－19 に整理した。各

地域で実施した主な住民アンケート調査の項目は、大別すれば、外出、通院、買い物等の日常の生活実

態や、「小さな拠点」に求められる機能、既に拠点が形成されている場合はその利用状況や評価、今後の

居住意向等について調査・把握しているケースが多い。 

アンケート調査の対象者としては、平成 25 年度のモニター調査では世帯主を対象とした調査が多くみ

られたが、平成 26 年度のモニター調査では、前年度調査の成果や反省も含め、詳細に世代毎のニーズ

を把握することを目的に地域内の全住民を対象として実施した地域が多かった（栗原市花山地区、東成

瀬村、小国町北部地区、香取市山倉・大角地域、安芸高田市小原地域、鹿屋市輝北地域）。 

また、平成 25 年度は、外部との交流機能をもたせた「小さな拠点」づくりを検討するために、地域のイ

メージや来訪目的などを交流参加者に調査した地域のほか、福祉施設等の利用者を対象としたアンケー

ト調査も比較的多くみられたが、平成 26 年度は、交流イベントへの外部からの参加者を対象とした調査

（東成瀬村）のみであった。 

なお、調査結果の集計・分析については、地域で自ら作業したケース（小国町北部地区、津山市阿波

地区、安芸高田市小原地域）のほか、外部機関の協力を得て実施したケース（栗原市花山地区、東成瀬

村、香取市山倉・大角地域、伊那市長谷地区、鹿屋市輝北地域）もある。 

図3－17 「小さな拠点」づくりに向け実施されたアンケート調査の対象区分 

 

   モニター調査 

地域 
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鶴
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東
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瀬
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） 

小
国
町 

北
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地
区 
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山
倉
・大
角
地
域 

伊
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長
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地
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益
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地
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地
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地
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裏
門
・
寺
川
地
区 

五
島
市 

奥
浦
地
域 

鹿
屋
市 

輝
北
地
域 

住民アンケート ○ ○ ● ● △ ○ ● ○ (○) ○ ● (○) ● ● ● ● ○  ● ●    ● 

施設等の利用者 

アンケート 
 ●   ● ●    ● ●   ●           

事業者アンケート          ● ●              

注）住民アンケートの●は全住民、○は世帯主、△は施設利用者等の一部住民を対象としたものを表す。 

（○）は本モニター調査に関連し先行・並行して実施されたアンケート調査を表す。 
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図3－18 平成 26 年度モニター調査地域で実施されたアンケート調査の概要 

調査地域 調査対象 調査方法 回収率 主な調査内容 

栗原市 

花山地区 

15 歳以上の全住民 

（1,085 人） 

 

訪問配布・訪問回収 

（行政区長） 

83% 

 

・日常生活の状況（外出目的や手段、困りごと） 

・居住意向、拠点に欲しい機能や施設 

・冬期高齢者住宅への入居意向（高齢者のみ） 

東成瀬村 

（全域） 

18 歳以上の全住民 

（約 2,300 人） 

訪問配布・訪問回収 

（調査員） 

84% 

 

・日常生活の状況、所有建物の管理状況 

・生活支援や交通アクセスの必要性 

・「小さな拠点」に必要な機能等 

地域内外のイベント会

場来訪者（158 人） 

各施設で配布・回収 

（調査員） 

100% ・来村目的や東成瀬村のイメージ 

・東成瀬村に求める交流施設 

小国町 

北部地区 

18 歳以上の全住民 

（542 人） 

訪問配布・訪問回収 

（事務局、検討委員） 

72% ・日常生活の状況（外出先、頻度、交通手段） 

・生活環境の満足度と地区内施設の利用状況 

・求められるサービス内容や交通手段など 

香取市 

山倉・大角 

地域 

小学生以上の全住民 

（全 536 世帯に世代別

の調査票を配布） 

郵送配布・郵送回収 

 

26% ・地域活動の参加状況と日常生活（子ども） 

・地域活動の参加状況と外出状況（19～59 歳） 

・同上及び福祉サービスの利用状況やニーズ 

伊那市 

長谷地区 

アンケート調査が可能

な世帯主 673 人 

（全世帯数 827） 

訪問配布・回収調査 

（調査員） 

78% ・生活上の問題点や相談先手助けの有無 

・地域活動の参加状況や集落活動の協力意向 

・地域に求められるサービス内容 

津山市 

阿波地区 

全世帯で車の運転が

できる人（全 200 世帯

のうち約 300 人） 

訪問配布・訪問回収 

（調査員） 

76% ・GS、物販店の利用状況 

・GS、物販のサービス内容の認知度 

・販促に向けたイベント内容への要望 

安芸高田市 

小原地域 

15 歳以上の全住民 

（約 1,500 人） 

郵送または訪問配

布・訪問回収 

（調査員） 

79% ・生活環境や生活サービスの満足度 

・地域活動への参画意向や参画条件 

・求める生活サービスの内容や交通事情など 

鹿屋市 

輝北地域 

高校生以上の全住民 

（約 3,100 人） 

郵送配布・訪問回収 

（自治会長） 

68% ・日常生活の状況や困りごと 

・地域活動の参加状況や将来の参加意向 

・これからのまちづくりに必要なことや参画意向 

注）調査方法の（  ）内は調査票の配布・回収を行った者を意味する。 

 

 

  



- 3－22 - 

図3－19 モニター調査地域における住民アンケート調査の項目一覧 
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性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

年齢（年代） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

居住地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家族構成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

子どもの同居状況 ○ ○ ○ ○ ○

職業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

就業理由 ○

就業地 ○ ○ ○

出身地 ○

居住年数 ○ △ ○

在宅状況（平日） ○

運転(免許)の有無 ○ ○ ○

所有建物の管理状況 ○

耕作の有無 ○ ○

外出について 外出頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

外出目的 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

移動手段 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

買い物について 買い物頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

購買先 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

買い物交通手段 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

必要な買い物支援 ○

通院について 通院状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通院交通手段 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

利用金融機関 ○ ○ ○ ○ ○

除雪手段 ○

身体状況 （家事の自立度） ○ ○

相談・世話人の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○

困り事や不安なこと ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

暮らしの喜び・幸せ ○

平日・休日等の過ごし方 ○

生活環境の満足度 ○ ○ ○ ○ ○

受けてる生活サービス ○ ○

地域活動への参加状況 ○ ○ ○

地域の誇り、守りたいもの ○ ○ ○

地域で必要なサービス・対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

拠点の必要性 ○

提供サービスの認知度 ○

利用目的 ○ ○ ○ ○ ○

利用頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○

利用満足度 ○

満足理由 ○

利用しない理由 ○ ○ ○ ○

拠点への交通手段 主な交通手段 ○ ○ △ ○

拠点までの所要時間 ○

新たな交通手段の必要性 ○ ○ ○

必要な施設や機能 施設や機能の種類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

施設の場所 ○

暮らしの変化(評価) ○

新たなサービスの提案 利用意向 ○ ○ ○

拠点づくりとの係わり 拠点で買いたいもの ○

拠点に出荷したいもの ○ △

拠点づくりへの参画意向 ○

望ましい住民参画の方法 ○

拠点への要望や改善策 ○ ○ ○ △ ○ ○

居住意向 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住み続けたい理由 ○ ○ ○

住み続けたくない理由 ○ ○ ○

高齢者住宅・施設等の居住意向 ○ ○ 〇

居住に必要な対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家・土地等管理者の有無 ○

資産の管理者 ○

将来の資産管理方法 ○ ○

地域活性化の阻害要因 ○

地域状況等の認知度 人口減少や高齢化率など ○

“結”の認知度 協力できる事項など ○

防災について 避難場所やその選定理由 ○

避難時の必要支援 ○

属
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平成25年度 平成26年度

モニター調査地域

アンケート調査対象

日
常
生
活
の
状
況

地域
活動

拠
点
に
つ
い
て

居
住
意
向

そ
の
他

個
別
項
目



- 3－23 - 

（２）ヒアリング調査による住民ニーズの掘り下げ・具体化 

平成 25 年度・26 年度とも、半数以上の地域で、アンケート調査を補足する目的や、住民や生活サービ

ス事業者等のニーズをより詳細に把握することを目的として、ヒアリング調査（聞き取り調査）を実施してい

る。平成25・26年度の各モニター調査地域におけるヒアリング調査の実施状況と調査内容を整理したもの

が図表 3－20 及び図表 3－21 である。 

特に平成 26 年度のモニター調査地域についてみると、「小さな拠点」づくりの対象エリアが小規模な地

域（益田市美濃地区：人口 374 人、いの町越裏門・寺川地区：人口 87 人）では、アンケート調査の補完的

なヒアリングではなく、アンケート調査に代わるものとして、全世帯を調査員が訪ねて住民の生活実態や

「小さな拠点」づくりへのニーズ等を詳細に聞き取っている。 

また、質問紙によるアンケート調査では把握しにくい高齢者の日常的な生活状況を把握するために、活

動施設を訪問して聞き取り調査を実施した地域（香取市山倉・大角地域）や、「小さな拠点」づくりの核とな

るガソリンスタンド及び購買店舗の利用者に聞き取り調査を行った地域（津山市阿波地区）、あるいは各

集落の高齢世帯や子育て世帯、移住者など、調査対象を絞り込んで生活上の問題点や地域づくりへの

意向等を聞き取るヒアリング調査を行った地域（高知市土佐山地域）などもあった。 

さらに、平成25年度同様、平成26年度のモニター調査でも、住民以外を対象としたヒアリング調査の実

施がみられた。具体的には、地域の生活サービス事業者（診療所、移動販売事業者や商店、福祉施設や

交通事業者、地域の農産物生産・加工グループなど）を対象として、地域住民の利用状況や事業継続上

の問題点、今後のサービス提供への意向等をヒアリング調査した地域が４地域（香取市山倉・大角地域、

津山市阿波地区、高知市土佐山地域、いの町越裏門・寺川地区）あった。 

ヒアリング調査は、対象者との訪問日時等の調整や調査員の研修等の準備、結果の記録ととりまとめな

ど、手間と時間を要する調査方法ではあるが、「小さな拠点」づくりの目的や必要性について直接関係者

から情報提供できるとともに、具体的な住民ニーズや「小さな拠点」に期待する生活サービスの内容、ある

いは各事業者の「小さな拠点」づくりに向けた具体的な参画意向など、記述式のアンケート調査では十分

に把握できない実態を詳細に把握する上では有効な手法と考えられる。 

図3－20 「小さな拠点」づくりに向け実施されたヒアリング調査の対象区分 
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行政ヒアリング  ● ●      ●     ●         ●  
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注）全て空欄の地域はヒアリング調査を実施しなかった地域である。 
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図3－21 各モニター調査地域で実施されたヒアリングの概要 

調査地域 調査対象 調査方法 調査内容 

平成 25 年度 

東成瀬村 

田子内地区 

地域住民代表へのヒアリング 検討委員会の中で実施 ・地域活動の実施状況 

行政ヒアリング 個別訪問 ・行政が行っている地域サービス等 

小国町 

小玉川地域 

生活サービス提供事業者（商業施設、

社協、役場関係課など 7 事業者） 

個別訪問 ・サービスの提供内容、利用状況 

・サービス提供上の問題点と今後の見通し 

元地域住民の若者（2 人） 懇談会形式 ・地元との係り方や望ましい地域振興方策等 

上野原市 

西原地域 

アンケートでヒアリング調査への協力意

向を示した地域住民（約 10 名） 

検討委員会の委員に

よる戸別訪問 

・拠点の必要性やびりゅう館に具体的に望む

機能 

喬木村 75 歳以上の独居及び高齢者夫婦世帯 調査員による戸別訪問 ・経済状況や健康状態、買い物や移動手

段、生活上の不安、生活サービスニーズ等 

津市美杉町 

南部地域 

アンケート調査で“結”システムへの協

力意向を示した地域住民（10 名程度） 

試行的取組の中での

意見交換会方式 

・相互扶助活動への参画意向 

篠山市 

今田地区 

福住地区 

ＪＡ、3 セク会社、まちづくり協議会 個別訪問 ・ＪＡ跡地の活用意向や現在のサービス内容 

市農地整備課、企画課 個別訪問 ・地区の交通対策や森林活用の可能性 

商店街連合会、弁当屋、まちづくり協

議会 

個別訪問 ・空き家を活用した宅配サービス等への取組

意向 

三次市 

川西地区 

地区住民（５地区に分け実施）（117 人） 説明会方式 ・拠点整備に係る意向・要望、意見交換 

郷の駅整備予定地の地権者（6 人） 意見交換会方式 ・拠点整備に係る意向・要望、意見交換 

平戸市 

度島地区 

島内で生活サービスを提供している事

業者（９事業者） 

個別訪問 ・サービスの提供内容、利用状況 

・サービス提供上の問題点と今後の見通し 

平成 26 年度 

東成瀬村 

（全域） 

役場関係課及び地域住民 個別聞き取り ・「小さな拠点」の候補施設について 

・生活サービスの提供内容と利用状況など 

香取市 

山 倉 ・ 大 角

地域 

地域事情に詳しい地区商店主（1 人) 個別訪問 高齢者の日中の過ごし方 

地区社協イベント参加者（約 150 人） 活動時に訪問 日中の過ごし方や福祉施設の利用状況など 

移動販売、小学校イベント参加者 活動時に訪問 普段に買い物や住民同士の交流など 

伊那市 

長谷地区 

地区内 6 集落の集落代表者（16 人） 集合ヒアリング ・日常生活上の課題や交通アクセスの問題 

・近隣住民や移住者との交流状況など 

益田市 

美濃地区 

地区内の全世帯に在住する住民（157

人）及び中学・高校生 13 人、ほか 6 人 

（計 162 人） 

各地区の住民や公民館

長等による戸別訪問 

・地区の生活環境や営農意向等について 

・地区の安全・安心対策や活性化対策、コミ

ュニティビジネス等の参画意向 

・移住者の受入れ意向等について 

津山市 

阿波地区 

グリーン公社役職員や加工グループ 

（11 人） 

中小企業診断士や検

討委員が個別聞き取り 

・農産物生産、加工販売上の課題 

・生産量や販売状況の拡大可能性など 

GS、購買店の利用者（64 人） 店舗利用者へ聞き取り ・店舗の利用状況や利用意向など 

高知市 

土佐山地域 

移動販売や福祉、医療等の４事業者 個別訪問 ・サービスの提供内容と利用状況等 

各集落の高齢世帯や子育て世帯 

（37 人） 

戸別訪問 ・日常生活の困りごとや欲しいサービス 

・移住を促進する上で必要なことなど 

いの町 

越裏門・ 

寺川地区 

購買、医療、福祉、交通、観光に関わ

る７事業者 

検討会委員による 

個別訪問 

・サービスの提供内容と利用状況 

・利用者の反応やサービス提供上の問題点 

地区内の全 49 世帯の住民 調査員の戸別訪問 ・日常生活での不安、不便、幸せなど 

・農作業や後継ぎ、地域の将来について 

五島市 

奥浦地域 

市の公共交通担当者 市と地区関係者の意見

交換会方式 

・地区の交通アクセスの現状と課題 

・市としての今後の公共交通対策の方向性 

 

  



- 3－25 - 

（３）ワークショップによる住民参画 

検討会議のメンバーや地域住民の地域づくりに向けた意見の集約を図ることなどを目的として、ワーク

ショップ形式で会議の開催や住民からの意見収集を行った地域も多く、平成 25年度は６地域、平成 26年

度は７地域でワークショップ形式の会議が行われている（図表 3-22 参照）。 

各地域で実施されたワークショップについて、開催目的から分類すると、「小さな拠点」づくりのイメージ

やまちづくりの方向性など総括的なテーマで地域住民の意見収集・集約を行ったケースと、「小さな拠点」

において新たに想定している生活サービス機能等の個別機能に焦点をあて、生活サービスの成立条件

等の意見集約を行ったケースに大別されるが、平成 26 年度のモニター調査では、多くが前者、すなわち

地域の課題発掘や「小さな拠点」づくりのイメージの共有に関するワークショップであり、個別機能の検討

を対象としたワークショップは、益田市美濃地区（地域交通の改善に係るワークショップ）のみであった。 

図3－22 ワークショップの実施状況と検討内容の区分 

 

   モニター調査 

地域 

 

 

 

ワークショップ 

の検討内容の区分 

平成 25 年度 平成 26 年度 

北
上
市 

黒
岩
地
区 

東
成
瀬
村 

田
子
内
地
区 

小
国
町 

小
玉
川
地
域 

上
野
原
市 

西
原
地
域 

喬
木
村 

（全
域
） 

津
市 

美
杉
町
南
部
地
域 

南
丹
市 

美
山
町
鶴
ケ
岡
地
域 

神
戸
市 
北
区
淡
河
町 

篠
山
市 
今
田
・福
住
地
区 

隠
岐
の
島
町 

五
箇
地
区 

三
次
市 

川
西
地
区 

平
戸
市 

度
島
地
区 

栗
原
市 

花
山
地
区 

東
成
瀬
村 

（全
域
） 

小
国
町 

北
部
地
区 

香
取
市 

山
倉
・大
角
地
域 

伊
那
市 

長
谷
地
区 

益
田
市 

美
濃
地
区 

津
山
市 

阿
波
地
区 

安
芸
高
田
市 

小
原
地
域 

高
知
市 

土
佐
山
地
域 

い
の
町 

越
裏
門
・
寺
川
地
区 

五
島
市 

奥
浦
地
域 

鹿
屋
市 

輝
北
地
域 

拠点の全体イメージ

の検討 
● ●      ●    ●  ● ●    ● ●   ● ● 

拠点の個別機能の

検討 
        ●  ●       ●       

注）全て空欄の地域はワークショップ形式での会議は実施しなかった地域である。 

 

 

平成 25・26 年度の各モニター調査地域で実施されたワークショップについて、具体的な開催内容を図

表 3－23 に整理した。 

平成 26 年度は、25 年度に比べて特徴的なワークショップを展開した地域がいくつか見られた。具体的

には、住民の世代毎にワークショップを実施した地域（安芸高田市小原地域）や、協議会の運営自体を

ワークショップ方式で開催して地域づくり方針を検討した地域（五島市奥浦地域、鹿屋市輝北地域）など

である。 

また、いずれのワークショップにおいても、ファシリテーターやコーディネーターとして外部の専門家等

が参画しており、住民ニーズ調査の結果や先進的な地域の取組状況など、「小さな拠点」づくりに向けて

検討する上で参考となる関連情報等を提供しながら、「小さな拠点」づくりのイメージや期待する活動内容

等について意見聴取・集約を図っている。 

なお、図表3－24は、「小さな拠点」づくりに向けて意見集約を図る際のワークショップの実施フローを例

示したものである。地域で享受できる生活サービスの変化について共通認識を持ちつつ、それを踏まえ

て今後のまちづくりへの期待や目標と照合・抽出しながら、当該地域の実情に応じた「小さな拠点」づくり

のイメージの構築を図ることを目的としたワークショップの流れを示している。 
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図3－23 各モニター調査地域で実施されたワークショップの概要 

 調査地域 参加者 専門家の参画 検討内容 

平

成

25

年

度 

北上市 

黒岩地区 

自治振興会役員、黒岩地区自治

公民館長、児童・民生委員等 

（約 15 人） 

連携団体 NPO がコーディ

ネーターとファシリテー

ターとなり運営 

・拠点の成果と課題 

・新たに必要な機能と拠点の将来像 

・今後の取組の方向性 

東成瀬村 

田子内地区 

地域住民等 

（14 人） 

外部有識者がコーディ

ネーターとして参画 

・東成瀬村の長所 

・暮らしやすい地域の姿 

・東成瀬に住み続けるために必要なもの 

神戸市 

北区淡河町 

協議会メンバー、自治区長等 

（10 人） 

モニター調査事務局が

コーディネーターとして 

参画 

・下淡河地域の生活サービス機能の現状 

・地域に必要不可欠な機能 

・生活利便性向上に必要な機能 

篠山市 

今田地区 

福住地区 

まちづくり協議会等 

（8 人） 

専門家がアドバイザー・ 

ファシリテーターとして 

参画 

・今田エコランド構想、エコステーション計画

についての意見交換、合意形成 

・事業内容についての意見交換、合意形成 

三次市 

川西地区 

①里づくり委員会有志等 

（約 10 人） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・地域伝統食による商品開発のための企画

検討、試作試食、課題整理 

②物販部会メンバー 

（約 7 人） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・「郷の駅」の現状の課題把握 

③組織運営部会メンバー 

（約 13 人） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・「郷の駅」施設の運営する仕組みづくり 

④女性ワーキンググループ 

（さわやか市、JA女性部約12人） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・「郷の駅」の運営モデルプランの検討 

⑤情報発信検討グループ 

（組織運営部会の若者約 10 人） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・「郷の駅」に必要な情報発信の内容や方法 

平戸市 

度島地区 

まちづくり運営協議会メンバー 

（32 人） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・地域の将来像、まちづくり計画 

平

成

26

年

度 

東成瀬村 

（全域） 

地域住民等 

（約 20 人/回で 2 回開催） 

外部有識者がコーディ

ネーターとして参画 

・地域の人が活用できる「道の駅」とは 

・地区間のネットワークづくり 

小国町 

北部地区 

ワーキンググループ会議のメン

バー（約 20 人/回で 5 回開催） 

外部有識者がアドバイ

ザーとして参画 

・拠点に求められる生活サービスについて 

・移住・交流とこれからの産業づくりについて 

益田市 

美濃地区 

地区住民等 

（26 名） 

連携団体がコーディネー

ターとして参画 

・現在の外出状況や困っていること 

・交通アクセス面における改善要望 

安芸高田市 

小原地域 

・地区会長や女性代表(28 人) 

・地区住民（10 代から 70 代以上

の世代別に 7 回開催：計 81 名） 

専門家がコーディネー

ターとして参画 

・地域の現状説明（意識づけ） 

・生活サービスに係るニーズ 

・「小さな拠点」に求められる機能 

五島市 

奥浦地域 

・協議会メンバー、行政職員等の 

協議会運営を W.S 形式で開催 

（約 30 人/回で７回開催） 

専門家がコーディネー

ターとして参画 

・地域の課題抽出と解決方針 

・まちづくりの基本理念の策定 

・拠点候補地と課題解決に向けた計画づくり 

鹿屋市 

輝北地域 

協議会メンバー、地域住民 

（約 20 人/回で３回開催） 

連携団体がコーディネー

ターとして参画 

・アンケート結果を含めた地域の課題 

・地域の活用資源と課題マップの作成 

・輝北地域の地域づくりにおける将来像 
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図3－24 ワークショップの実施フロー（例） 
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３－１－５．各地域における「小さな拠点」づくりモデルプランの検討 

平成 25・26 年度の各モニター調査地域における「小さな拠点」づくりに向けたモデルプランの概要を整

理すると、以下のとおりである。 

（１）「小さな拠点」をつくる場所について 

「小さな拠点」は必ずしも複合的な生活サービス機能を備えた単一の施設のみではなく、様々な生活

サービス施設が集積したエリア（高齢者が徒歩で無理なく移動できる範囲：概ね半径 500ｍ程度の圏域）

を想定している。各モニター調査地域が、そのような「小さな拠点」づくりを想定した場所を整理すると、以

下の図表 3－25 のとおりである。 

平成 26 年度のモニター調査では、「小さな拠点」の位置する場所として、役場等が立地する中心的な

集落が位置する場所とした地域は、昨年度と同様の６地域であり、うち４地域は、現在の小学校区を対象

エリアとした地域である。 

また、国道や旧街道沿い、あるいは道路の結節点など交通の要衝に「小さな拠点」づくりを想定した地

域は、平成 25 年度は４地域であったが、26 年度は、国道沿いの道の駅周辺を想定した伊那市長谷地区

とＪＲ芸備線の鉄道駅周辺の遊休施設の活用を想定した安芸高田市小原地域の 2 地域であった。 

なお、身近な場所を「小さな拠点」づくりの場所として想定した地域は、25・26 年度とも３地域であり、平

成 26 年度は、閉校した小学校や閉園予定の保育園など複数の拠点を想定した地域（小国町北部地区）

や、既存の集落センターを想定した地域（香取市山倉・大角地域）、閉園した幼稚園跡地を想定した地域

（いの町越裏門・寺川地区）など、いずれも地域住民にとって愛着のある施設を「小さな拠点」づくりの場

所として選定している。 

なお、図表 3－25 には、参考として地域ごとの「小さな拠点」づくりの形成タイプを掲載したが、平成 26

年度のモニター調査では、25 年度と比べると既存施設の活用を想定したケースが多くなっている。 

図3－25 「小さな拠点」づくりを想定した場所 
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活動の場所 
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注１）拠点づくりの対象エリア：「現小」は現在の小学校区、「旧小」は旧小学校区、「旧村」は旧村エリア（複数小学校区）を示す。 

注２）拠点の位置づけ：「○」は、複合機能を有する拠点施設を、「■」は複数の生活サービス施設が集中したエリアを「「小さな

拠点」と位置付けている。 

注３）拠点の形成タイプ：「◎」は、新たな拠点施設の整備、「●」は、既存施設を活用した「小さな拠点」づくりを表している。 
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図3－26 「小さな拠点」づくりの場所（平成 25 年度モニター調査地域：篠山市福住地区の例） 

 

 

 

図3－27 「小さな拠点」づくりの場所（平成 26 年度モニター調査地域：津山市阿波地区の例） 
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（２）「小さな拠点」で提供する生活サービスや地域活動について 

各地域で検討されたモデルプランにおいて、「小さな拠点」で提供を計画している生活サービス関連機

能を整理すると、図表 3－28 のとおりであり、各地域が計画している諸機能・生活サービスの主な内容は、

次ページの図表 3－29 に整理した。 

いずれの地域とも、地域の抱えている様々な課題の解決や、不足している生活サービスを補うことを目

的として、「小さな拠点」づくりの対象としている当該施設や当該エリアにおいて、複数の生活サービスを

提供していくことを計画しており、平成 25・26 年度とも、モニター調査を通じて「地域コミュニティ」の育成に

係る機能や都市との交流機能を新たなサービス機能として計画しているケースが多くみられた。 

特に平成 26 年度のモニター調査では、地域にはない機能（失われた機能を含む）を新たなサービス機

能として提供していく地域が比較的多い傾向にあり、既存の施設が有する機能強化の側面では、商店や

購買等の買い物機能の充実や農林業の支援の充実を計画している地域が比較的多くみられた。特に高

知市土佐山地域では、モニター調査期間中に地域内の唯一のスーパーが閉店したことから、経営主体が

変わった後も買い物機能の維持に向けスーパー再開後のサービス充実が大きな課題となっている。 

また、平成 26 年度のモニター調査では、定住促進や地域の子育て世帯に対する支援に向けて、新た

に子育て機能を「小さな拠点」に求める機能として位置付けた地域も 3 地域（小国町北部地区、益田市美

濃地区、高知市土佐山地域）みられた。 

なお、両年度のモニター調査地域に共通する視点として、人口減少・高齢化が進む中で、“暮らしを守

る”日常的な生活サービスの提供とともに、都市との交流など地域運営を支える“未来を拓く”機能につい

ても、「小さな拠点」に求められる機能として強く意識されていた点が指摘される。 

図3－28 「小さな拠点」で提供を予定している生活サービス機能 
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飲食・喫茶 ● ◎  ★     ● ◎   ● ◎ ●  ★  ● ◎     
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農林業等の支援     ●  ★  ◎ ◎ ◎  ★ ◎ ◎  ★ ◎ ★ ◎  ◎  ● 
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地域コミュニティ（サロン等）  ◎ ◎ ● ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ◎ ★ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ◎ 

都市との交流機能 ◎ ◎ ★ ★ ★ ◎   ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ★  ★ ◎ ● ◎ ★ ◎ ◎  

交通・移動支援に係る機能  ◎  ◎   ◎  ◎   ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ●   ★   

注１）網掛けは拠点づくりの対象エリアで既に提供されている機能であり、●は既存の拠点候補施設が有している機能、 

   ◎は拠点候補施設で提供する新たな機能、★は既存の拠点施設が有する機能の強化・充実を示している。（東成

瀬村は「小さな拠点」の立地場所は未定であり、提供する生活サービス機能は予定している機能を掲載） 

注２）参考として示した「施設整備の方法」について、「Ａ」は既存施設の従来機能の強化、「Ｂ」は新設によるサービス機

能の提供、「Ｃ」は既存施設を活用した新たなサービス機能の提供を示す。 
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図3－29 平成 26 年度モニター調査地域のモデルプランにおける生活サービス機能の概要 

モニター調査

地域 

拠点形成の

方法 

拠点施設の 

名称 
暮らしを“守る”機能の維持や提供 未来を“拓く”機能の創出・強化 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

既存施設の

活用 

・道の駅「路田

里」はなやま 

★食料品や日用品の販売 

◎住民の交流スペースの設置 

◎新たな地域交通のアクセス拠点 

★特産品と加工品の販売 

新設 ・高齢者住宅 ◎高齢者の冬期共同居住施設 ◎交流体験・宿泊機能の提供 

秋田県 

東成瀬村 

（全域） 

新設 

【未定（新設）】 

 

（「道の駅」的な

施設を想定） 

【以下を想定】 

◎スーパー、食事処、子育て施設 

◎コミュニティスペース、入浴機能 

◎防災機能拠点、相談機能等 

【以下を想定】 

◎観光案内、情報提供、入浴機能 

◎食品加工施設など 

山形県 

小国町 

北部地区 

既存施設の

活用 

・交流センター

「りふれ」 

・あさひ保育園 

 

・北部小中学校 

◎定期的な住民サロンの開催 

◎ミニ商店の開設、高齢者の生活支

援サービス、地域カフェ 

◎交通ターミナル機能 

◎地域内交流、イベントの開催等 

★交流体験メニューの開発や体験

活動体制の構築など 

◎農産物等の加工・直売 

 

 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

既存施設の

活用 
集落センター 

◎介護予防プログラムの展開 

◎文化教室や料理教室、食事会 

◎移動販売や映画会との組合せ等 

 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

既存施設の

活用 

・道の駅「南ア

ルプスむら長

谷」 

・「生活の駅」 

◎高齢世帯等の生活サポート 

◎地域住民の飲食・寄合機能 

◎集落間の情報提供、コミュニティ形

成と課題解決の場づくり 

◎転入者の受入れや生活サポート 

◎都市住民との交流の場づくり 

★特産物の販売推進 

島根県 

益田市 

美濃地区 

既存施設の

活用 

・美濃地区振興

センター 

（公民館） 

◎弁当配食サービス、学童保育 

◎集落営農への協力、共同事務 

◎コミュニティビジネス、商店支援 

◎生活交通の改善策の検討等 

◎人材バンク制度の創設 

◎田舎暮らし体験施設の整備 

◎情報発信や意識啓発イベントの

開催等 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

既存施設の

活用 

・旧阿波小や支

所を含む中心

エリア 

★ＧＳ、販売拠点の寄合機能向上 

◎農産物（自家野菜）の販売 

◎過疎地有償運送事業の有効活用 

★農産物の加工販売の推進（遊休

施設の活用を含む） 

◎支所の空きスペースの活用検討 

広島県 

安芸高田市 

小原地域 

既存施設の

活用 

・ＪＲ吉田口駅周

辺の遊休施設 

◎娯楽・飲食・購買施設の整備運営 

◎市役所窓口の設置 

◎独居高齢者の支援や高齢者の社

会参加推進、通学路の整備等 

◎生産・加工・販売事業の推進 

◎農業体験交流の展開 

◎宿泊施設の運営や観光ＰＲ等 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

既存施設の

活用 

・土佐山ストアを

予定 

★既存商店の地域内購買力強化 

◎集落内の拠点施設の運営支援 

◎「知恵の運動会」（集落活性化アイ

デア）を通じた連帯意識の醸成 

◎子供の居場所づくり（予定） 

◎転入者の地区活動への参加支援 

◎転入者の起業・創業等への支援  

 等 

高知県 

いの町 

越裏門・ 

寺川地区 

既存施設の

活用 

・旧越裏門幼稚

園周辺 

◎地域住民の集会・交流機能向上 

◎高齢者の日常生活サポート 

◎災害時などの防災用備蓄庫 

◎過疎地有償運送事業の強化 

◎豊かな自然を活かした体験・交流

事業の計画づくり 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

既存施設の

活用 

・奥浦地区公民

館 

◎宅配サービスによる高齢者の見守 

りや防災防対策の展開 

◎民泊など体験型観光における事

務局機能 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

既存施設の

活用 

・鹿屋総合支所 

・福祉センター 

・輝北きらきら館 

◎地域コミュニティ拠点（情報発信） 

◎生涯学習・世代間交流拠点 

★農産物集荷、高齢者の見守、宅配 

 

注）表中の◎は拠点施設で提供する新たなサービス機能、★は既存施設が有する機能の強化・充実を示している。 
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（３）「小さな拠点」の運営主体について 

各地域がモニター調査を通じて検討・とりまとめた「小さな拠点」づくりプランにおいて、「小さな拠点」の

運営体制として想定されている主体を整理すると、図表 3－30 に示すとおりである。 

また、次ページの図表 3－31 には、平成 26 年度のモニター調査地域における「小さな拠点」の運営体

制の考え方について整理した。 

平成 25 年度のモニター調査では、検討に際して時間的な制約もあったことから、運営体制や運営方法

に至るまでの検討が進まなかった地域も３地域みられたが、平成 26 年度のモニター調査では、広域的な

自治組織が既に設立されていたり、あるいは設立を準備している地域が昨年度と比較して多かったことか

ら、１地域を除く 11 地域で運営主体の考え方が明らかとなっている。その内容を見ると、多くは「小さな拠

点」の運営主体として既存の住民自治組織が想定されている。 

また、栗原市花山地区では、第三セクターが運営する既存の「道の駅」のほか、拠点のエリアに冬期高

齢者住宅を計画していることから、新たな団体の設立・運営を視野に入れているほか、小国町北部地区

においても、地区内に複数の「小さな拠点」を置くことを想定していることから、基本的にはそれぞれの施

設の管理主体が運営主体となることを想定している。 

さらに、伊那市長谷地区や安芸高田市小原地域においては、今回のモニター調査を機会に、将来的

には地域住民主体の NPO 法人や株式会社の設立を視野に入れた運営体制を構想しているほか、津山

市阿波地区においても、「小さな拠点」エリアにある各施設の運営機関で構成する新たな地域組織を設立

し、様々な生活サービスを一体的に担う地域の“総合商社”化が展望されている。 

なお、いずれのケースにおいても、基礎的な生活圏でのサービス提供とそのための合意形成や地域住

民の理解、協力が求められることから、平成 25・26 年度とも多くの地域で、集落など既存の自治組織との

調整や役割分担、協働の具体的な方法等については課題を残している。 

図3－30 モデルプランにおける「小さな拠点」の運営主体 

モニター調査 

地域 

 

 

「小さな拠点」の 

運営を予定する主体 

平成 25 年度 平成 26 年度 

北
上
市 

黒
岩
地
区 

東
成
瀬
村 

田
子
内
地
区 

小
国
町 

小
玉
川
地
域 

上
野
原
市 

西
原
地
域 

喬
木
村 

（全
域
） 

津
市
美
杉
町 

南
部
地
域 

南
丹
市 

美
山
町
鶴
ケ
岡
地
域 

神
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市 

北
区
淡
河
町 

篠
山
市 
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・福
住
地
区 

隠
岐
の
島
町 

五
箇
地
区 

三
次
市 

川
西
地
区 

平
戸
市 

度
島
地
区 

栗
原
市 

花
山
地
区 

東
成
瀬
村 

（全
域
） 

小
国
町 

北
部
地
区 

香
取
市 

山
倉
・大
角
地
域 

伊
那
市 

長
谷
地
区 

益
田
市 

美
濃
地
区 

津
山
市 

阿
波
地
区 

安
芸
高
田
市 

小
原
地
域 

高
知
市 

土
佐
山
地
域 

い
の
町 

越
裏
門
・
寺
川
地
区 

五
島
市 

奥
浦
地
域 

鹿
屋
市 

輝
北
地
域 

従来の地域組織等が運営  

未

定 

未

定 

  ● ● 

未

定 

 ●  ● ● 

未

定 

● ● ● ● ●  ● ● ● ● 

新たな地域組織を設立して運営   ●   ●         ●      

地域のＮＰＯが運営 ● ●                   

株式会社等を設立して運営        ●     ●   ●     

地域の第三セクター等が運営      ●    ● ●          

注１）篠山市今田地区は第三セクターが事業主体となり、福住地区の運営主体は新たに法人を設立して運営。 

注２）栗原市花山地区では、道の駅は第三セクターが、冬期高齢者住宅でのサービスは協議会等が運営を予定。 

注３）伊那市長谷地区では、新たに設立を予定しているＮＰＯと地域の農業法人の共同運営を予定。 
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図3－31 平成 26 年度のモニター調査地域のモデルプランにおける「小さな拠点」の運営体制（予定） 

モニター調査 

地域 
「小さな拠点」の運営体制と運営方法(予定) 備 考 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

・『道の駅』の機能強化については、花山地域開発株式会社が中心となり協議会

が協力して運営し、販売利益を中心に地区内企業と再生可能エネルギー発電

企業との連携や住民の相互扶助と有償無償ボランティア等の協力と支援を得な

がら運営していく。 

・冬期高齢者住宅でのサービスは、花山地区「小さな拠点」づくり推進協議会、ま

たは本協議会を母体とした新たな団体が主体となり運営する。 

・花山地域開発株式会

社(第三セクター) 

秋田県 

東成瀬村(全域) 
・（未定であるが、行政主体、第三セクター、民間への指定管理等を想定）  

山形県 

小国町 

北部地区 

・第三セクターが管理・運営している「りふれ」を除き、北部地区の全住民が会員

であり、旧北部小中学校が閉校した後の施設管理を受託している当協議会が運

営する予定とし、協議会内に各活動を実践する事業部を設け活動や施設運営

を行う。 

・「りふれ」は第三セク

ターである「おぐに白

い森株式会社」が運

営 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

・活動プログラムは既存の活動団体が実施し、住民自治協議会は、それらのプロ

グラムのコーディネート（スケジュールや連携イベントの調整、広報等）を行う。 

・介護予防プログラムは本協議会で運営する。将来的には介護予防・日常生活

支総合事業に位置付け、予算を確保し、持続させていくことを目指す。 

 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

・平成 27 年度中に NPO 法人「長谷地区地域づくり協議会」を立ち上げ、事業や

活動の内容により農業法人ファーム長谷と役割分担を行いながら運営していく。 
 

島根県 

益田市 

美濃地区 

・運営は、設立を予定している美濃地区自治組織が中心となるが、青年層を取り

込み、若者や女性等の意見を集約・反映できる組織づくりを行っていく。 

・市が交付するまちづくり交付金（仮称）や指定管理料のほか、施設の利用料、中

山間地域直接支払制度による支払金、各サービスや各種事業実施に応じた負

担金、寄付金等により運営財源を確保していく。 

 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

・各施設については、それぞれの運営主体が継続して運営する。 

・その中では「小さな拠点」の構成機関による運営委員会「（仮称）あば村小さな

拠点運営委員会」を組織し、施設間の連携を図っていく。 

・平成 27 年度に津山市

が農産物加工場の実

施設計を予定 

広島県 

安芸高田市 

小原地域 

・上記サービスの運営体制については、ＮＰＯもしくは株式会社組織を立ち上げ

て取り組む方向。 

・運営費用や調達方法等については、地域住民からの出資、行政予算の確保、

他出者からの資金支援を想定している。 

 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

・土佐山夢づくりの会の中に「小さな拠点づくり部会」を設置し、定例会の開催を

通じて、「小さな拠点」づくりに向けた今後の検討を進めていく。 

・「小さな拠点」で提供する生活サービスや地域活動についても、再度「小さな拠

点づくり部会」で内容を精査・再検討をし、事業計画を策定した上で、実行段階

へと進めていく。 

・拠点となる「土佐山スト

ア」は第三セクターで

ある土佐山開発公社

が運営 

高知県 

いの町 

越裏門・寺川 

地区 

・「越裏門・寺川地区村おこし協議会」が運営主体となり、本川総合支所、高知県

と連携を取りながら運営する。 

・運営のための経費としては、光熱水費、通信費、PR などソフト事業、その他の経

費を想定しており、協議会で取り組む「きのこ栽培」等の生産活動による収益を

充てる予定。 

・平成 27 年度に集落支

援員を当該地区に配

置予定 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

・おくうら夢のまちづくり協議会が中心となって「小さな拠点」を運営し、運営費用

は、市の「地域の絆再生事業交付金」を活用する。 

・また、同協議会では、民泊の事業も行っており、地区で民泊を受け入れた際、そ

の 10％が協議会に入る仕組みとなっていることから、これを運営費用に充てる。 

 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

・総合支所を活用したコミュニティ機能の提供については、「小さな拠点」のきほく

まちづくり協議会委員をベースに平成 28 年に設立予定の輝北コミュニティ協議

会が運営主体となる。 

・輝北総合福祉センターでは、社会福祉協議会が、行政、輝北コミュニティ協議

会と連携しながら事業の一環として各種事業に取り組む。 

・輝北キラキラ館では、輝北キラキラ館運営協議会を運営母体に、現在取り組ん

でいる事業に今後新規の上記事業を加えて取り組む。 

・平成 27 年に「輝北コミ

ュニティ協議会設立準

備委員会」を立上げる

予定 
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（４）「小さな拠点」と地域内外を結ぶ交通アクセスの確保方法について 

それぞれのモデルプランにおける「小さな拠点」と各集落を結ぶ交通アクセス対策の考え方を整理した

ものが、図表 3－32 である。また、次ページの図表 3－33 には、各地域の検討委員会等で立案された交

通アクセスの考え方を示した。 

「小さな拠点」へのアクセスの確保については、行政や交通事業者との協議が必要となることから、約半

年というモニター調査期間の中で方向性を導き出すことは厳しく、平成 25・26 年度とも、半数以上のモニ

ター調査地域において「検討中」または「未定」となっており、今後の検討課題とする地域が多い。 

そのような中で、小国町北部地区と伊那市長谷地区では、当面はコミュニティバスの利用を図るとして

いる。小国町北部地区（コミュニティバスは町中心部まで４便/日運行）では、車がなくても移動できる複数

の身近な拠点を集落内に形成し、そこで身近なサービスを提供することが企図されている。また、伊那市

長谷地区（地区内循環バスが８便/日運行）では、循環バスにより集落から「小さな拠点」までの移動を当

面支えながら、平成 27 年度以降に新たな交通手段の検討を行うこととしている。 

また、津山市阿波地区においては、既に住民が立ち上げた NPO 法人が過疎地有償運送を実施してお

り、その一層の活用が求められているほか、いの町越裏門・寺川地区においても、町の社会福祉協議会

が運行している過疎地有償運送の活用に向けてドライバーの確保が求められているなど、一定の生活交

通を支える仕組みはあるものの、「小さな拠点」づくりに向けてその活用にそれぞれ課題を抱えている。 

さらに、五島市奥浦地域では、地域内の交通アクセスや市街地までのアクセス方法の一つとして、過疎

地有償運送の導入を検討したが、既存路線バスとの運行経路の重複性等から、住民ニーズを優先した運

用を図る上での問題点も明らかとなった。過疎地有償運送は、公共交通による輸送サービスがない地域

や、サービスがあっても運行本数が少ないなど、必ずしも輸送サービスが充分に提供されていない場合に

は有効と考えられるが、既存の公共交通との調整や連携を要することから、その導入にあたっては十分な

検討が必要とされる。 

なお、自家用有償旅客運送については、地方分権改革の一環として、地方公共団体へ事務・権限の

移譲が検討される見込みである。このような動向も注視しながら、生活交通の実態や住民ニーズを綿密に

把握し、行政機関や交通事業者と協議を重ねながら地域の実情に即したアクセス手段を構築することが

求められている。 

図3－32 各地域のモデルプランにおける交通アクセスの考え方 

モニター調査地域 
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注１）東成瀬村は、サービスの提供内容とあわせて今後検討予定。 

注２）平戸市度島地区は、平成 27 年 1 月から過疎地有償運送を展開している。 
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図3－33 平成 26 年度モニター調査地域のモデルプランにおける交通アクセスの考え方と運営方法等 

モニター調査地域 「小さな拠点」と集落を結ぶ交通アクセスの考え方と運営方法等 備 考 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

・拠点までの交通アクセスは、本協議会を母体とする新たな組織と花山

地域開発株式会社が主体となり、デマンド対応型地域交通サービスの

提供可能性等について、社会実験等を行いながら検討していく。 

・2 年間の社会実験を経て 29

年度からの本格的な運行を

目指す 

山形県 

小国町 

北部地区 

・現行の町内循環バス（コミュニティバス）を活用するとともに、地区内に

は複数の「小さな拠点」を形成して交通ターミナル機能を付加させるこ

とにより、し拠点の相互利便性や集落からのアクセス性を確保する。 

 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

・当面は、地区内で 6 か所程度の『さらに「小さな拠点」』の設置を検討

するとともに、移動販売と組み合わせた集いの場づくり等のサービスを

展開することにより交通アクセスの不利性を克服していく。 

・将来的には、5 年後の小学校統合を見据えて、導入予定のスクールバ

スの空き時間の利活用方策の可能性について行政と協議していく。 

・5 年後には小学校の統廃合

によりスクールバスが導入さ

れる予定 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

・当面は各集落と「小さな拠点」を結ぶ「長谷総合支所循環バス」を活用

する。 

・27 年度から、現在の便数では足りないという住民のニーズも踏まえて、

新たな交通手段の検討を行う予定 

・循環バスの便数は 1 日 8 便 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

・現行の市営あばバス（7 便/日）と平成 24 年からスタートした過疎地有

償運送（地域内は 100 円/回）を有機的に活用して地域内外の高齢者

の移動手段を確保していく。 

・NPO 法人エコビレッジあば

が過疎地有償運送を実施 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

・地域内には高知市街地を結ぶ路線バス（6 便/日）と市のデマンド型乗

合いタクシーがあり一般的に利用されている。 

・規制緩和など、諸制度の行方をみながら、より合理的なアクセス方法

を検討。 

・デマンド型タクシーは平成

25 年 10 月から運行し、拠点

まで大人 300 円/人 

高知県 

いの町 

越裏門・寺川地区 

・平成 23 年 4 月から社会福祉協議会が運行主体となって過疎地有償

運送が実施されているが、越裏門・寺川地区は山間地にあるため、地

元ドライバーの確保・育成に重点的に取り組み、各戸と拠点をきめ細

かく結ぶ体制を整える。 
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（５）当初想定していた計画内容と実際の取組の変更点等について 

各モニター調査地域では、それぞれが立案・作成した「モニター調査全体計画書」に沿って取組を開始

したが、平成 25・26 年度とも、調査を進めていく中で、当初立案した調査計画の内容の変更・拡充を余儀

なくされた地域が少なからずみられた。 

このようなモニター調査の実践段階における調査内容の変更点や調査実施上の問題点を整理すると、

以下のとおりである。 

 

①「小さな拠点」づくりに向けた調査内容の見直し・変更について 

各地域のモニター調査全体計画書では、「小さな拠点」づくりに向けて必要な情報収集や分析、モデル

プランの検討・作成を行うことを予定していたが、調査の実施過程やプランづくりの段階で調査計画を見

直した地域も多かった。その内容を整理すると、以下及び次ページの図表 3－34 のとおりである。 

 

●調査内容・調査方法の変更 

調査内容や調査方法に関する変更の具体的な内容としては、予定していた生活圏域ごとの課題抽出

のためのワークショップに代えて、集落を抽出しての個別ヒアリング調査に置き換えたケース（高知市土佐

山地域）や、モニター調査を進める中で「小さな拠点」が備えるべき機能を掘り下げるために先進地事例

調査の対象を拡充したケース（栗原市花山地区）がみられた。 

 

●調査対象・調査内容の拡大 

調査対象や調査内容の拡大としては、住民アンケート調査の対象について、当初は世帯主を対象とし

た調査を想定していたが、子どもを除く全住民を対象とした調査に拡大した地域（栗原市花山地区、香取

市山倉・大角地域）、あるいは世代毎のワークショップでは汲み取れない世代として、次の地域を担う小学

生を対象に、学校の協力を得ながら地域の未来像や期待を提案してもらった地域（安芸高田市小原地域）

がある。 

 

●プランづくりにおける想定や合意形成手法の変更 

プランづくりの段階での変更例として、小国町北部地区では、当初計画では「小さな拠点」づくりの候補

施設として既存の交流センターの活用を予定していたが、地域住民が協議を進める中で、集落からより近

い場所に身近に集まれる拠点が必要かつ有効との判断から、地区内にある複数の公共施設を活用した

身近な拠点づくりとそれらを結ぶ「小さな拠点」づくりの可能性を検討することとなった。 

また、合意形成に係る変更例として、講演会の開催等について協議会が中心となった運営体制から公

募住民による実行委員会形式での運営に転換した地域（津山市阿波地区）や、協議会メンバーへの若者

の補充（鹿屋市輝北地域）など、調査の途中段階でより若者や転入者の意見を汲み取り、反映させること

ができる体制へと変更する努力や工夫がみられた。 

 

なお、いずれの地域においても、当初計画からの変更があったものの、「小さな拠点」づくりの実現化に

向けた知見や住民意識の醸成、今後の検討に有用な情報等の蓄積が図られている。 
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図3－34 モニター調査地域における当初計画との主な変更点 
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区内小学校の全児童にも「地

域の夢」を描いた作品を制作し

てもらい地域への想いを把握 

世代を超えて地域づく

りへの関心を喚起し意

識の向上を図るため 

宮城県栗原市 

花山地区 
当初計画ではニーズ調査

（アンケート調査）の対象は

世帯主（世帯調査） 

地域内の全住民（高校生以上

等）に調査対象を拡大 

よ り き め 細 か い 住 民

ニーズを把握し拠点づ

くりに反映させるため 
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山形県 

小国町 

北部地区 

当初は、既存の交流施設

を「小さな拠点」候補施設と

して位置づけてモニター調

査を開始 

地区内の保育園（H27 年閉園）

と旧小中学校の2か所を新たに

地区内の拠点として位置づけ 

集落間の移動の遠隔

性や地域住民がより親

しみのある施設として

複数施設を設定 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

過疎地有償運送により集

落と拠点を結ぶ交通アクセ

ス方法を検討 

当面は「小さな拠点」から各戸

への宅配サービスの展開を計

画 

既存バス路線との兼ね

合いから住民ニーズに

応じた交通確保が困難

なため 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

既存団体の関係者である

検討委員会や作業部会の

メンバーが中心となって調

査を開始 

報告会や講演会の開催に際し

ては、運営への参加者を地域

に広く呼びかけ、公募住民を含

む実行委員会形式で運営 

若い世代や移住者の

意見等を調査の遂行に

反映させるため 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

協議会の検討委員は地域

内の関係団体の関係者を

中心に 21 名から構成 

途中段階で新たに４名の若手

委員を選任した 

協議を進める中で若年

層の意見を反映させる

必要があると判断した

ため 
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②プランづくりを進める上での問題点等について 

各地域がモニター調査を進め、「小さな拠点」づくりのモデルプランを検討していく中で生じた問題点や

課題等を整理すると、図表 3－36 のとおりである。 

具体的にみると、検討体制の構築段階（STEP-1）では、既存の自治組織では地域の課題抽出等を行う

際に、ワークショップ等の調査手法や合意形成手法に不慣れであり、協議に時間を要したこと（小国町北

部地区）や、調査を実施する上でコーディネート機能が求められる外部機関と地域団体や地域自治組織

の役割分担が明確でなっかたという問題点（伊那市長谷地区）、従前の地域組織は団体関係者から構成

されるため転入者や若年層の意見・意向が反映しにくい体制となったこと（津山市阿波地区）等が挙げら

れている。しかしながら、いずれのケースにおいてもファシリテーターの活躍や検討メンバーの補完・補強

等の工夫により、協議を進める中でこのような検討体制に係る問題点について克服している。 

また、地域の現状把握の段階（STEP‐2）では、当初の想定とは異なる事態が生じることもある。例えば

益田市美濃地区では、定住促進に向けて空き家の利活用を目指した実態調査を行ったが、空き家の経

年劣化が予想以上に進んいることや所有者の連絡先が不明であること等の問題に直面しており、次年度

以降の検討課題となっている。 

住民ニーズの把握段階（STEP‐3）における問題点としては、ワークショップ等に際しての若年層や高齢

者層の参加が少ないこと（小国町北部地区、益田市美濃地区）や、アンケート調査の設計段階における

自治組織関係者間の合意形成の問題（香取市山倉・大角地域）が挙げられる。前者の場合は、ワークショ

ップと並行してアンケート調査や世帯毎の訪問調査を行っていることから、調査結果の集計・分析におけ

る配慮により、世代毎や世帯毎の意向を汲み取ることはある程度可能であるが、「小さな拠点」づくりに向

けては地域の中で発言機会の少ない住民参画の場を増やすことも重要であり、今後の検討に際しては参

画方法の工夫が求められる。一方、後者のケースは、自治協議会の活動範囲と「小さな拠点」で想定して

いる福祉サービスとの関係について十分な理解が得られなかったためであり、今後は「小さな拠点」で提

供できる福祉サービスについて、行政や関係団体とも連携しながら自治協議会の中で十分な協議と合意

形成を図ることが求められる。 

そして、ニーズ調査の結果等をふまえてプランづくりに至る段階（STEP-4）では、「小さな拠点」づくりの

場として想定していたスーパーの撤退など想定外の環境変化に見舞われた地域（高知市土佐山地域）や、

生活交通に係る問題等に直面した地域（五島市奥浦地域）もみられたが、これらの問題はモニター調査

の実施団体だけで解決できる問題ではなく、いずれも行政や関係団体、自治組織を含む関係者間で、今

後さらなる検討や調整が求められている。 

 

 

「小さな拠点」づくりに向けた 

契機・きっかけ（着眼点） 

…「小さな拠点」づくりに取り組む意図・背景を整理し拠点

づくりの対象（検討）エリアを設定する 

 
検討体制の構築 

…「小さな拠点」づくりに中心的に取り組む実施主体と関連

団体、住民、行政等との連携により検討体制を構築する 

 

地域の現状・課題の把握 

（検討テーマの設定） 

…地域の生活サービスの現状や地域活動の実施状況を点

検し、拠点づくりに向けた課題（検討テーマ）を整理する 

 
地域ニーズの把握 

…住民や事業者等の拠点に対するニーズを把握し、拠点

で必要とされるサービスや地域活動等について検討する 

 
「小さな拠点」のプランづくり 

…拠点の場所や形成主体・運営主体・各集落とのアクセス

手法等を検討し、具体的なプランづくりを行う 

図3－35 「小さな拠点」づくりに向けた具体的な取組の段階（ステップ） 

STEP-0 

STEP-1 

STEP-2 

STEP-3 

STEP-4 
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図3－36 平成 26 年度モニター調査地域において調査過程で発生した問題点とその解決策や課題（予定含む） 

取組段階 
モニター調査 

地域 
プランづくりを進める上での問題点 解決策や課題（予定） 

STEP-1 

（検討体制） 

山形県 

小国町 

北部地区 

地域住民にとってはワークショップ形式の会議が初めて

だったこともあり、今後の活動メニューに係る合意形成に

時間を要し、拠点の体制構築方法の検討にまで至らな

かった。 

拠点形成の実践的な組織づくり

を協議会内で今後検討予定 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

モニター調査の実施団体である高等教育機関と連携団

体である地域組織の役割分担が、調査の趣旨に照らし

て不明瞭な点があった。 

協議会において地元メンバーの

増強、支所の協力要請等を行

い、地域主体の協議組織に再編

して調査を進めた 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

検討組織は、既存団体の関係者で構成されているた

め、若い世代や移住者の意見がなかなか反映されない

仕組みとなっていた。 

報告会や講演会は、別途公募に

より実行委員会を構成して実施

し、住民意見を反映させた。 

STEP-2 

（現状分析） 

島根県 

益田市 

美濃地区 

空き家対策については、想定以上の老朽化や所有者不

明等の問題が露呈し、定住促進につなげる市の「空き家

バンク」への登録まで至らなかった。 

次年度以降も空き家への入居斡

旋に向け継続して取組む予定 

STEP-3 

(ニーズ 

把握) 

山形県 

小国町 

北部地区 

ワークショップ形式でニーズ把握を行ったが、参加世代

が地域の役員であり、家長でもある 50～60 代が多くなっ

たことから他の世代の意見が十分にくみ取れなかった。 

並行して実施した住民アンケート

調査結果を世代別に集計する等

してビーズ把握補完した 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

自治協議会が主体となってニーズ調査を実施する際

に、福祉サービスニーズの把握については範疇外との

認識から、協議会内で十分な理解や合意が得られず、

基本的な調査項目に留めた経緯があった。 

行政をはじめ、関係団体等の連

携を図りながら今後進めていくこ

とが課題 

島根県 

益田市 

美濃地区 

地域の中で大きな課題と考えられる地区内交通実証実

験と、その経路設定や改善要望等を把握するための交

通ワークショップを行ったが、参加者が少なく十分な成

果が得られなかった。 

人付き合いが少ない住民の会議

等への参加案内方法が課題 

STEP-4 

(プラン 

づくり) 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

当初は「小さな拠点」で提供するサービスとして、高齢者

向けデイサービスの提供を予定していたが、住民の中に

は有料の福祉サービス拠点とすることに対する抵抗感も

みられた。 

デイサービスの手前の介護予防

サービスとして拠点機能を確保し

ていく方針とした 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

計画段階で「小さな拠点」の候補施設であり、地域内で

唯一のスーパーである「土佐山ストア」（個人経営）が調

査期間中に突然、閉店することになった。 

行政や関係者間で協議し、第三

セクターが経営を引き継ぐことに

なり、モデルプランにも今後の必

要な機能等を反映させた 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

地域内の生活交通の確保については、既存路線バスよ

りも過疎地有償運送の導入によって通院等を望むニー

ズが大きいが、運行路線の重複性等の問題も生じた。 

市の総合的な交通網計画と調整

を図りながら検討していく 
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（６）「小さな拠点」づくりに向けた今後の取組方針について 

平成 26 年度モニター調査地域における、調査終了後の各地域における今後の取組方針（予定）につ

いて、以下の図表 3－37 にまとめた。 

各地域とも、平成 27 年度以降も「小さな拠点」づくりに向けて検討を進める予定となっており、本年度の

モニター調査の成果や課題を踏まえ、新たな検討組織の構築や試行的取組の実施、事業計画、運営計

画の具体化など、地域の状況や検討の熟度に応じて鋭意、継続的に取り組むことを予定している。 

図3－37 各地域における今後の取組方針（予定） 

モニター調査 

地域 
今後の取組方針 備 考 

宮城県 

栗原市 

花山地区 

・協議会が中心となり地区内の企業等と連携して各種取り組みを実施するとと

もに、行政の指導を得ながら補助金などを活用して構想を実現していく。 

・地域内のデマンド対応型地域交通サービス導入に向け、国の補助事業に

採択された場合は早急に実施体制づくりに取り組む 

・平成27年度から交通実

証実験を行い29年度の

本格運行を目指す。 

秋田県 

東成瀬村(全域) 

・役場や検討委員会、事務局などで協議し、新体制を構築して進め方を検討

する。また、特に周辺部において道の駅構想への期待が強いので、その可

能性も含めて検討する。 

 

山形県 

小国町 

北部地区 

・今後も、協議会において「小さな拠点」づくりに向けた活動を継続する。 

・今後は実践的な組織体制づくりを検討する予定であり、この実践組織に多く

の若い世代の参画を図る。 

 

千葉県 

香取市 

山倉・大角地域 

・協議会の平成27年度事業の一つとして、定期的に介護予防プログラムを実

施し、そこに既存の活動や住民を講師にした教室を掛け合わせていく。 

・行政と定期的に協議し、介護予防・日常生活支援総合事業の検討を進める

とともに、福祉サービスを検討している若い世代とも議論し、山田区内全体

を見据えた福祉サービスのあり方を検討していく。 

 

長野県 

伊那市 

長谷地区 

・「農業法人ファーム長谷」が中心となって活動を行ってきたが、今後の活動

内容や自治体との連携等を鑑みれば、新たな活動団体が必要であることか

ら、NPO法人の発足も視野に入れて今後の活動の展開方法を検討する。 

・ 平成27 年度に新たな

NPO法人を発足させる

予定 

島根県 

益田市 

美濃地区 

・世代を越えて幅広く住民の声を反映させるため、現自治組織設立準備会委

員の構成を再考し、特に青年層（30～50代）を取り込むことを予定。 

・地区振興センターは、老朽化に加え狭隘なため、地域コミュニティーセン

ター（仮称）を整備して「小さな拠点」として活用し、行政窓口業務の委託に

よる住民サービスと住民自治による各種事業を展開することを想定。 

 

岡山県 

津山市 

阿波地区 

・加工の後継者、販路拡大の役割を担う人材として、地域おこし協力隊員をあ

ばグリーン公社に派遣する予定であり、支所空きスペースの活用方策や行

政窓口の民間委託も検討。 

・施設の連携を図るため「（仮称）あば村小さな拠点運営委員会」を組織し、運

営体制や地域総合商社化に向けての検討を予定。 

・農産物加工・交流施設

については、津山市が

平成27年度に実施設計

を行う予定。 

広島県 

安芸高田市 

小原地域 

・「小さな拠点」を実現させるための組織づくりに向けては、多様なアイデアで

コミュニティビジネスや各種企画を立案し、人財、資金、資源を集めて実践

するようなコーディネート組織を目指しており、将来的には地域住民主体の

株式会社に成長させていくことを構想している。 

 

高知県 

高知市 

土佐山地域 

・「土佐山夢づくりの会」の中に「小さな拠点づくり部会」を設置し、定例会の開

催を通じて、「小さな拠点」で提供する生活サービスや地域活動について、

今後とも検討を深めていく。 

 

高知県 

いの町 

越裏門・寺川地区 

・地域の未来検討会で協議した「生活支援」「ものづくり」「観光交流」の柱を、

越裏門・寺川地区村おこし協議会の活動に位置づけて、「誰がどのように担

当するか」「いつから、どのように実践するか」を早々に協議して取り組む。 

・平成27年度に集落支援

員を当該地区に配置す

る予定 

長崎県 

五島市 

奥浦地域 

・今後も外部アドバイザーによる助言や指導を受けながら検討会議を積み重

ねて地域全体での暮らしの安全を守り、様々な活動をつなぐ仕組みをつくる

持続可能な集落づくりの実現に向けて取り組む。 

・また、地域には様々な得意分野を持った多様な人材が存在することから、地

域人材を発掘し、協働していく仕組みづくりを構築していく。 

 

鹿児島県 

鹿屋市 

輝北地域 

・市では「小さな拠点」モニター調査のアクションプランを具体化、実行できる

よう今後協議していく体制づくりを計画していることから、本モニター調査で

取りまとめたアクションプランをベースに今後地域住民への呼びかけ等を行

い、新たな地域づくりの協議会を発足させて継続的にまちづくりを進める。 

・平成28年度に「輝北コミ

ュニティ協議会」を設立

予定 
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３－２．「小さな拠点」づくりガイドブックの作成 

（１）ガイドブック作成（改訂）の意義 

国土交通省国土政策局では、平成 24 年度に「集落地域における生活支援機能の拠点化、広域連携

による持続的な地域づくりに関する調査」の一環として、平成 25 年 3 月に「集落地域の大きな安心と希望

をつなぐ「小さな拠点」づくりガイドブック」（以下、「H25 ガイドブック」という。）を作成した。 

このH25ガイドブックは、広く「小さな拠点」づくり構想の理解と普及を図ることを目的としたため、「小さな

拠点」づくりの意義や必要性、取組のステップや先行的な取組事例の紹介を中心に構成した。 

その後、平成 25 年度・26 年度には、「小さな拠点」づくりモニター調査として、実際に意欲ある地域に

「小さな拠点」づくりに向けた検討に取り組んでもらうという事業が始まり、２ヶ年度で計 24 地域において

「小さな拠点」づくりに関する検討が進められた。これらの地域で蓄積された、「小さな拠点」づくりの実践

的なノウハウについては、前項３－１．で整理・分析したとおりである。 

また、平成 25 年度には高知県で、平成 26 年度には東京都と島根県で、計３回、「小さな拠点」づくりの

普及を図るための全国フォーラムを開催し、回を追うごとに関心が高まりをみせている。 

さらに、こうした国土交通省における取組に加え、この「小さな拠点」の形成は、平成 26 年７月に公表さ

れた「国土のグランドデザイン 2050」における基本戦略の一つとして盛り込まれただけでなく、「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）にも位置づけられたことから、今後さらに全国に

「小さな拠点」づくりの取組が広がることが期待される。 

このため、今後集落地域等の住民や行政関係者が「小さな拠点」づくりに取り組む上での参考となるよう、

H25 ガイドブックの内容を大幅に見直し、特に平成 25・26 年度の計 24 地域で展開されたモニター調査を

通じて得られた「小さな拠点」づくりの具体的なプロセスや実践的ノウハウ、成功のポイントや注意点等を

総括的に整理したガイドブックの改訂版を作成した。 

 

＜ガイドブックの作成（改訂）にあたっての配慮点＞ 

► ガイドブックは、行政関係者のみならず、地域の再生に取り組んでいる地域住民等の関係者も読み

手として想定し、地域住民自身が実際に「小さな拠点」づくりに取り組む際のガイドとなるよう、より具体

的な「小さな拠点」づくりの手順やステップを紹介する。 

► ２ヶ年度にわたるモニター調査を通じて得られた実践的ノウハウをふんだんに盛り込むと同時に、各

モニター調査地域が直面した課題やその解決方法を「成功のポイント」や「注意点」として多数掲載し、

各地域の試行錯誤を共有できるよう工夫する。 

► 「小さな拠点」が「つくる」ばかりでなく「続ける」ことが重要である点を踏まえ、「つくる」から「続ける」へ

の手順と各ステップにおけるポイントを、具体的事例も参照しながら分かりやすく提示し、それぞれの

地域の活動レベルや生活サービスの実態等に応じて取組がスタートできるよう配慮する。 

► 具体的な取組事例についても、「つくる」と「続ける」それぞれに焦点を当てて取組のポイントを紹介す

ることで、読み手がそれぞれの地域における「小さな拠点」づくりの進捗状況に照らしながら参考とし

てもらえるよう配慮する。 

► 地域が主体的に取り組む「小さな拠点」づくりにおいて、行政が果たすべき役割を分かりやすく整理

するとともに、フォーラムや調査を通じて寄せられた「小さな拠点」に関する疑問や誤解について解説

し、「小さな拠点」づくりについての理解が深まるよう工夫する。 
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＜ガイドブック（改訂版）の構成＞ 

 

構  成 内   容 

はじめに 

（P1、計 1 ページ） 

「小さな拠点」の概説やガイドブック作成のねらいについて簡潔に説明すると

ともに、ガイドブックの構成を紹介する。 

第１部 

今、なぜ「小さな拠点」づくり

が必要か？ 

 

 

（P2～P5、計 4 ページ） 

集落地域における「小さな拠点」とは何か、「小さな拠点」づくりとはどのような

取組か、特に「小さな拠点」が施設の集約化（ハード）ではなく、「つなぐ」を

キーワードに地域運営の新しい仕組みを構築する取組であることを分かりや

すく紹介する。 

また、住民自身で「小さな拠点」づくりに取り組むことで地域の『困りごと』を解

決する方法について例示する。 

第２部 

「小さな拠点」づくりの 

取組ガイド 

 

 

（P6～P29、計 24 ページ） 

「小さな拠点」をつくり、続ける手順とステップについて解説する。 

それぞれの手順・ステップにおける成功のポイントと取組上の注意点につい

て具体的な事例を紹介しながら提示するとともに、実践的ノウハウを紹介す

る。 

さらに、「小さな拠点」づくりに関して多く寄せられる疑問やよくある誤解につ

いて解説する。 

第３部 

「小さな拠点」をつくり、 

続ける事例の紹介 

 

 

（P30～P43、計 14 ページ） 

平成 25・26 年度のモニター調査地域の取組事例や、その他の先進的な「小

さな拠点」づくり事例を紹介する。 

「小さな拠点」を「つくる」事例（4 事例）では、「小さな拠点」づくりに向けた検

討体制の構築から各種調査の実施上の工夫などを紹介する。 

また「続ける」事例（3事例）では、動き出した「小さな拠点」での取組や活動を

継続させる上での工夫や配慮点、ポイントなどを紹介する。 

最後に 

「小さな拠点」づくりの 

推進に向けて 

（P44～45、計 2 ページ） 

平成 24 年度から、「小さな拠点」づくりの推進方策について検討を重ね、

H25 ガイドブックの作成にも関わっていただいた「集落地域における「小さな

拠点」形成推進に関する検討会」の座長及び委員各位より、各地域への

エール（メッセージ）を掲載する。 

 

＜ガイドブック概要版の構成＞ 

概要版では、特にガイドブック第１部に掲載した内容を基に、集落地域における「小さな拠点」づくりの

意義や役割、必要性等を中心に整理した。 

 

ページ 構  成 内   容 

P1 ・ガイドブック概要版の趣旨文 

・集落地域における「小さな拠点」とは？ 

本ガイドブック概要版についての概説とともに、集落地

域における「小さな拠点」とは何かを説明する。 

P2～3 ・「小さな拠点」づくりはどうやって 

進めるの？ ～手順とステップ～ 

「小さな拠点」をつくり、続ける手順とステップのチャート

を見開きで掲載する。ガイドブック本編の参照頁を掲載 

P4 ・「小さな拠点」づくりに関する皆さんの

疑問に答えます 

本編に掲載した Q&A の中から代表的なものを３つ掲載

する。 
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（２）ガイドブック本編 
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（３）ガイドブック概要版 

 
 

 


